
●｢産業構造の高度化｣が日本再浮上のカギ
日本は今、重大な歴史的岐路に立っている。

ここ数年の舵取り次第で、21世紀の日本は新た
な繁栄を手に入れることもできるが、失敗すれ
ば衰退の道に陥るおそれがある。その岐路とは
｢日本経済がこれから長期的将来に向けて空洞化
していくことになるのか｣、それとも｢産業構造
の高度化を進め最先進国としての豊かな国際分
業のメリットを享受できるのか｣である。
空洞化によって国内の生産力が弱体化すれば、
生産性の伸びも停滞し、やがて為替レートも低
下してインフレが助長され、その結果、実質所
得水準が低下して経済は衰退することになる。
しかも、日本は、高齢化と少子化が著しく進

み、貯蓄率の低下と労働力の収縮が長期的に避
けられない。貯蓄率の低下は投資を抑制して技
術進歩を鈍化させるであろうし、労働力の減少
は、経済成長を制約すると同時に、高齢化の社
会的費用の負担能力を弱め、負担の重圧感を一
層高め、勤労意欲や投資意欲を殺ぎ、経済の活
力を弱める。
一方、現状の日本経済と産業をめぐる内外環

境条件の変化に対して、産業構造の高度化に向
けて日本経済の制度や構造に適切な改革を行い、
また日本の産業や企業にたくましい自己革新を
遂げることができれば、日本再浮上は可能とな
る。
●自由な市場競争条件の整備
では、日本再浮上を実現するためには、どの

ような構造改革と自己革新が必要であろうか。
求められる改革の第1は、産業構造の高度化に
向けた経済構造の転換を強力に推進することで

ある。それは一方で、情報化とグローバル化が
急速に進む時代の要請に適合した先端的産業の
発展を促進するとともに、他方で低生産性部門
の自己革新、合理化、効率化、あるいは整理、
縮小を進めることである。
そのために最も重要なことは、市場の力を活

用することである。未来を先取りした企業や産
業がますます発展し、活躍しやすいよう自由な
市場競争条件を整えること、また過剰な保護や
競争制限的な制度、慣行を除去することである。
●労働力資源の有効な活用環境の整備
産業構造の高度化や経済構造の転換は就業構

造を変え、人々の仕事の中身を変えることにな
る。人々が新しい仕事に適応できなければ、ま
た労働力が新しい産業構造に合わせて適切に配
分されなければ、労働の需要と供給の間にミス
マッチが生じ、労働力資源は活用されなくなる。
したがって、労働市場に職業情報が潤沢に、

そしてきめ細かく提供されるような条件を整備
することが必要となる。それによって、人々が
市場の新しいニーズを自覚し、またニーズを追
及するための自己啓発や人的投資をしやすくな
る。
また、より長期的には高齢化、少子化に対応

すべく、労働力供給が促進される条件を整備す
ることが一層重要になる。とりわけ、高齢者や
主婦など、潜在的な就業意欲のある人々が働き
やすくなるような制度的政策的条件を整えるこ
とが必要である。
●生産性向上と創造的技術革新の推進
グローバル競争に対応して、産業構造を高度

化する上でも、また、高齢化の負担を支えるた

めに国民所得を増大させる上でも、共通して求
められるのは生産性向上策である。
経済全体の生産性向上は、経済全体の構造改

革による効率化によって総合的に進むものであ
る。とりわけ、活発な投資と技術革新がその核
心となる。同時に、労働力の質的向上を教育、
訓練などの人的投資によって進める必要がある。
また、国際的にきわめて高コスト構造となっ

た日本経済では、世界のフロンティアを抜くよ
うな前人未倒の創造的技術革新によって経済の
革新と生産性向上をリードすることが望まれる。
これらの構造改革と自己革新が進めば、日本

経済はその潜在力を生かして21世紀に最先進国
として再浮上し、新たな繁栄を実現できるだろ
う。
●自信を持て日本
かつて日本はアメリカやヨーロッパから技術

を学び、欧米先進国の技術を積極的に導入し、
消化し、それを応用し、内製化しキャッチアッ
プをしてきた。そして、独自の現場技術を開発
し、やがて現場の製造技術では欧米を追い越し
た。日本の発展パターンの中で育て上げられた
独自の生産技術(筆者は“日本型のヒューマンウ
ェア技術”と名づけている)は、今でも日本の製
造業界の強さを実証している。
一方、ソフト産業、情報、コンテンツなどの

分野ではアメリカに遅れをとっている。しかし、
遅れている分野があるということはやり方によ
って莫大なチャンスがあるという発想が重要で
ある。
｢逆境は好機である｣と捉えて前進することも

日本再浮上への大きな手掛かりである。

元気を出せ日本－産業構造の転換と自己革新を
慶應義塾大学経済学部教授 島田晴雄氏
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◆ユーザ事例
＊弘前大学医学部附属病院－全機能統合の総合医療情
報システムを構築 (6面)

＊秋田県厚生農業協同組合連合会－傘下9病院にホス
ト･コンピュータを導入 (7面)

＊四国新聞社－広告局業務支援システムを稼働 (8面)

＊豊田スチールセンター―統合データ･ウェアハウ
スを構築 (9面)

＊東京エレクトロン 人事部－2000年対応を早期実
施し万全の備え (10面)

＊協同クレジットサービス－複合ブランドに対応し
た｢新債権管理システム｣を開発･運用 (11面)

＊碧海信用金庫/静岡県労働金庫－業態を越え災害
時にオンライン相互バックアップで提携 (16面)

＊島田信用金庫/赤穂信用金庫－災害時のバックア
ップで提携 (16面)

◆ IT最前線
＊地域金融機関の理想像を求めて (12面)

＊異機種サーバを統合監視する｢Integrated View｣ (13面)
＊eNTテクノロジ･フェア開催 (14面)
◆News From Unisys
＊NTハイ･アベイラビリティ･ソリューション販売開始/
『8005グラフィックス･サブシステム』を販売開始 他

(15面)

①21世紀の地域金融機関経営を支える｢SBI21｣
②医療情報システム最前線特集
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日本ユニシスは、日本版ビッグバンに代表される

金融新時代の、地域金融機関向け基幹勘定系システ

ム･パッケージ｢SBI21｣を10月より販売開始した。ま

た、当システムは朝日信用金庫(東京都千代田区：

理事長 塚原 和郎氏)に最初に導入いただくことが決

定している。

日本版ビッグバンがスタートし、本格的な金融市
場開放が現実のものになりつつある。都市銀行や外
資系金融機関などの大手プレーヤが、規模のメリッ
トを活かした商品･サービスを武器にリテール市場
へ参入し、地方銀行や信用金庫、信用組合といった
地域金融機関が得意としていたリテール･マーケッ
トは、大競争時代に突入する。
このビッグバンの荒波の中で、地域金融機関はい
たずらに大手金融機関に追随するのではなく、その
特性を活かした独自の戦略を迅速に遂行していくこ
とが、生き残り、かつ競合優位に立つための最大の
ポイントとなる。そのためには基盤となる情報シス
テムを戦略的に構築し、情報サイクルを迅速に活用
していくことが必要不可欠である。
日本ユニシスでは、この地域金融機関の21世紀の
戦略を情報システム面から強力にサポートするため
総力を結集して次世代の基幹勘定系システムSBI21
の開発を行い、お客様へご提供を開始した。

これまでの規制と横並び型の金融環境において、
勘定系システムは膨大な量にのぼる取引事務の効率
化･合理化がシステム化の主たる目的であり、1次オ
ンライン、2次オンライン、3次オンラインという再
構築の歴史を歩んできた。今後もこのシステム要件
は引き続き重要であるものの、金融新時代において
は、従来の規制時代の金融商品･サービスを提供す
るという考え方から大きく異なる新たな構造の実現
が要件として求められている。
21世紀においても、地域金融機関の核となる業務
は｢預金｣｢融資｣｢為替(決済)｣といった伝統的な商品
とサービスであり、このカテゴリが大きく変化する
ことは考えにくい。しかしながら完全自由化時代に
おいて、これらの商品とサービスを導出する考え方
は、顧客との契約と取引の状態を勘案し、付加価値
と差別化を行うマーケット･イン的な発想へと変化
してきている。
つまり、顧客との契約･取引状況に応じてこれら
の伝統的な商品･サービスを構成する要素｢金利｣や
｢付加サービス｣のウエイトを変化させ、最適なチャ
ネルでタイムリーに販売していくことが重要とな
る。大手金融機関では、積極的に大量の取引顧客を
セグメント化し、各層のニーズにかなった規格商品
をマス･プロダクトとして販売開始している。
この考え方はマーケットが特定の地域に限定さ
れ、かつ顧客とフェイス･トゥ･フェイスのチャネル
を持ち、顧客の活きた情報を保有している地域金融
機関にとっては、｢個｣客のための商品･サービスと

いう観点から競合優位に立てる新たなビジネスチャ
ンスを創出する可能性を秘めている。 (図1)

従来の勘定系システムでは、これらの視点を意識
した構造になってはおらず、自由化の進展に伴い、
後づけで強制的にこれらの自由化対応を行ってき
た。これにより、プログラムの肥大化･複雑化を招
き、タイムリーな商品提供が不可能であったり、対
応のためのコストが増大化するなどシステムの連続
的改善の限界が到来し、システム更改のニーズが高
まりつつある。

地域金融機関における基幹勘定系システムのユニ
シス･ユーザの多くは、ベース･システムを日本ユニ
シスが開発･保守する｢SYSTEM-F｣や｢FAST1100｣な
どのパッケージを導入、各金融機関において、それ
ぞれのニーズに応じたカスタマイズを行い利用され
てきている。
これはパッケージをご利用いただくことで、大手
金融機関に比べ、システム投資や保守について体力
的に小規模である地域金融機関でも高レベルの総合
オンライン･システムを構築･維持可能とすることを
目的にしたものであり、ご利用ユーザからは高い評
価をいただいている。
しかしながら、これらのパッケージは、当初の設
計時においては昨今の急激な金融自由化の進展を想
定してはおらず、改良を加えつつあるものの、金融
新時代における新しい要件への対応には構造的に限

界が見えはじめてきた。
SBI21は、お客様のシステム部門を中心とし
たユーザ会における｢次期システム検討委員
会｣からのご要望により開発を行った。委員会
でのご要望をまとめると、以下に集約された。
①これまでに比べ開発･保守の生産性が大幅に
向上すること
②将来にわたり陳腐化しないソフトウェア構
造とすること
③パッケージ･カスタマイズの影響が局所化さ
れる構造とすること
④オープン環境を積極的に採用すること
これらの要件を技術的に実現させるために、
まず、採用すべき情報技術の検討を行った。
ここでは最新の情報化技術を取り込むことだ

けを重視せず、システムの正確性や安全性を第一義
とし、システム更改後は10年以上の長期にわたり利
用されるという勘定系システムの性質を十分に考慮
して検討を行った。この結果導き出された結論によ
り開発されたのがSBI21である。このSBI21での採用
技術については、次章にて詳細を紹介させていただ
く。

SBI21は基本のソースコードをすべて開示するソ
リューション･パッケージ商品であり、以下の3つの
モジュールで構成されている。 (図2)

①SBI21基幹アプリケーション･パッケージ
②SBI21統計バッチ･パッケージ
③SBI21PC開発･保守環境システム
①が主にオンライン決済処理を行う｢預金｣｢融資｣
｢為替(決済)｣などの基幹システム部分のソリューシ
ョン･パッケージであり、分析･設計工程にオブジェ
クト指向技術を採用している。
②は従来ホストの勘定系システム基盤上に構築さ
れていた還元帳票作成のシステムをオープンな
C/SS基盤上で提供するソリューション･パッケージ
である。これにより、センター側のバッチプログラ
ムを大幅に削減してシステム部門の開発･保守負荷
を軽減化するとともに、本部などのエンドユーザ主
体による帳票作成を可能とする。
③はパッケージ･ソフトウェアの改造のための開
発や、メンテナンスを行うためのWindowsNT上で

構築されるツール群であり、システム開
発･保守の上流工程から下流工程までシー
ムレスに行うことが可能である。
また、今回のパッケージでは約2～3万
件の標準のテストデータを提供し、従来
のシステム部門の大きな課題であったテ
スト工程の負荷を大幅に軽減する。
なお、本システムの営業店システムは、
す で に 豊 富 な 稼 働 実 績 の あ る 、
WindowsNT上で稼働するソフトウェア
｢FBANavigator｣を標準システムとして提
供し、営業店事務の大幅な効率化を実現
する。
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金融環境の変化と｢SBI 21｣開発の背景

金融新時代に求められる勘定系システムを目指して

現行システム開発･保守の限界とユーザのご要望

｢SBI 21｣全体の商品イメージ

地域金融機関における環境変化と｢SBI 21｣開発の背景
日本ユニシス株式会社

金融システム営業第二本部長 松森正憲
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｢SBI21｣の開発は、その開発着手前に約2年の検討
期間を設け、前章に記載のユーザのご要望と激変す
る情報化技術の両面をふまえ、種々の角度からどの
ような情報化技術を採用すべきかの検討を行った。
以降に、その採用技術の特徴的な部分について、そ
の採用理由と概要を紹介する。

｢将来にわたり陳腐化しないソフトウェア構造｣
｢パッケージ･カスタマイズの影響の局所化｣という
ご要望の背景は、現在のアプリケーション構造では
それらを実現できていないことを意味し、したがっ
て、現在の構造の延長線上で考えても、早晩同じよ
うな結果に帰結するということである。すなわち新
たな発想でのアプリケーション構造が必要というこ
とである。
勘定系システムに対してこのようなご要望がある
最大の理由は、数百万ステップに及ぶそのシステム
規模にあると思われる。もし、仮に勘定系システム
が数万ステップ規模のシステムであったならば、今
回のご要望の深刻さ度合いは大きく異なるはずであ
り、オープン化という用語に代表される最新技術の
適用に関しても、もっと気軽に考えることができる
はずである。
一方、一般的に勘定系システムは複雑化/肥大化
していると言われているが、数百万ステップ規模の
システム全体が行き詰まっているわけではなく、ま
た、そのすべてが最新技術の適用を必要としている
わけでもない。現行システムで十分という部分も多
いはずである。
このような背景を考えた時、勘定系システムのア
プリケーション構造に求められる最大の要件は、部
分的に書替可能な構造の実現ではないかということ
に思い至った。部分的に書替が可能であれば、一度
の書替規模は数万～数十万ステップ規模に抑制で
き、大きなコスト/リスクを伴うことなく最新技術
を享受することができる。合わせて書替不要な部分
は現行システムをそのまま踏襲することができる。
SBI21では、このような構造を実現するために、
分析/設計段階にオブジェクト指向技術のカプセル
化という考え方を取り入れ以下のような構造とした。
＊勘定系システムを数十のサブシステム(例：普通
預金、証書貸付等)に分割

＊そのサブシステムで使用するデータベース、およ
びそのデータベースに対する操作(例：口座開設、
入出金等)をそのサブシステム内にカプセル化(そ
のサブシステムの外からはデータベースを直接
参照/更新できない)

＊各サブシステムを呼び出しながら業務処理を遂行
する取引ナビゲータを導出

＊取引ナビゲータ、および各サブシステムの間は入
出力パラメタでデータ授受
これにより、SBI21では、各サブシステムとも外
部との唯一のインタフェースである入出力パラメタ
さえ保証すれば、サブシステム内のデータ構造、お

よび、その操作に関しては自由に
書替可能という構造を実現してい
る。したがって、将来の金融情勢
の変化により、例えば定期預金の
部分が陳腐化したならば、その部
分のみ書き替えるということが可
能となる。また、データベースと
そのデータベースに対する操作を
サブシステム内にカプセル化した
ことにより、カスタマイズに際し
ても、あるいはパッケージ導入後
の変更作業に際しても、その影響
をサブシステム内部に局所化でき
る構造となっている。さらに、将
来的に、取引ナビゲータと各サブシステム間に通信
機能と2フェーズコミット機能を搭載することによ
り、各サブシステム単位に最適なプラットフォーム
(例えばオープン環境)の選択が可能となるという拡
張性を持たせている。 (図1)

開発/保守の生産性の大幅な向上のために、SBI21
では、WindowsNT上で分析/設計から単体テストま
でシームレスな開発が可能な環境を提供する。
なお、後述するようにSBI21の実行環境はメイン
フレームではあるが、このPC開発環境では、メイ
ンフレーム用の開発環境をPC上で提供するという
考え方は採っていない。あくまでPCで開発したプ
ログラム(WindowsNTで稼働可能なプログラム)を変
換システムを通してメインフレーム上で稼働させる
という考え方にしている。これにより、
将来的に実行環境が変更になった場合
でも、変換システムと各種エミュレー
タ部分の変更を行うだけで対応可能な
構造としている。
したがって、開発言語に関しても、

国際規格が存在し、PC/UNIX/メインフ
レームいずれの実行環境でも提供され
ており、かつ勘定系システム構築時の
デファクト･スタンダードな言語である
COBOLを採用している。 (図2)

本開発環境では、特に、品質に直結
し、かつ作業負荷の大きいテスト負荷
軽減に主眼をおいた機能を提供してい
る。Single step execution＊1、Inspector＊2、
Conditional brake point＊3というようなプ
ログラム･デバッグ時の基本機能をGUI
ベースで提供することはもとより、テ
スト結果の期待値とテスト後の実際の
値とのマッチング機能などのテスト結
果検証支援機能も提供している。さら
に、テストデータの保存、および保存
してある前回テストデータを使用して
のテストの自動実行、実行後の結果と
前回テスト結果のマッチング機能も有
している。これにより、プログラム修
正時は、前回テストデータを使用して

テストの自動実行を行うだけで、今回修正分が正し
く反映されており(前回テスト結果との相違として
表れる)、かつ他の部分には影響を及ぼしていない
(前回テスト結果と合致している)という検証を簡単
に行うことができる。また、SBI21では単体テスト
データも提供しており、導入時のカスタマイズに際
しては、このテストの自動実行を行うだけで、カス
タマイズ部分の正当性の検証を行うことができ、カ
スタマイズ作業時のテスト、およびテスト結果の検
証作業負荷を大幅に軽減している。 (図3)

各種システムのオープン化は年ごとに加速してき
ている。勘定系システムに関しても海外ではオープ
ン環境で構築した事例があり国内でもUNIXベース
の勘定系システムの構想を発表したベンダもある。
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オブジェクト指向技術を採用したアプリケーション構造の提供

最適な技術の選択にあたって

PCベースの開発･保守環境の提供

オープン環境の成熟度に対応した段階的なオープン化

｢SBI 21｣の最新技術
勘定系システムに求められる最適な技術の提供

日本ユニシス株式会社
ビジネスソリューション一部 開発二室長 向井　丞
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一方では、オープン環境での問題点も指摘されて
きている。短サイクルでのバージョンアップに伴う
変更作業負荷、複数ベンダのソフトウェアを組み合
わせてシステム構築した際の障害発生時の原因特定
までの難しさなどは、オープン環境でシステム構築
を行ったエンジニアであれば、必ず経験しているこ
とである。したがって、SBI21ではオープン化の風
潮に単純に迎合することなく、求められる要件とオ
ープン環境の特性/成熟度を対比した上で、以下の
ように考えた。
(1)実績豊富な実行環境の採用

勘定系システムに求められる実行環境の要件は、
まず第一に安定性、耐障害性(障害の特定、および
復旧の容易性)である。これらを第一義に考えた場
合、現段階ではメインフレームに一日の長がある。
したがって、本システムでは、多くのユーザで使用
実績のある｢TRITON｣の実行環境を採用し、
TRITONで実現した｢XTPA｣によるノンストップ･シ
ステムを提供している。
(2)各種統計帳票作成処理のオープン化

勘定系システムの規模が大きい要因の1つはバッ
チ･システムである。バッチ･システムを大別すると
以下の2種類に分類される。
＊金融業務処理遂行のために必要不可欠な処理をバ
ッチという処理形態で行っているもの
＊現在の状況把握、次の戦略立案のための各種情報
を創出するために行っている処理
上記のうち、後者は、エンドユーザの要求に応じ
数本ずつ作成可能である。したがって、要求に応じ
て作成していくうちに、そのボリュームが増加し、
システム部門にとって多大なる保守負荷が発生して
いる。しかもエンドユーザの要求は月日とともに変
化していくため、一般的にシステム部門の保守負荷
に比し、エンドユーザの満足度は高くない。
この課題に対応するためには、EUCの実現が必須
である。現在、オープン環境上で稼働するEUCツー
ルは豊富に存在しているため、SBI21では各種統計
帳票作成のためのシステムをオープン基盤上に構築
して提供するとともに、必要なデータモデルを提供
する。ただし、単純にEUCツールを採用した場合、
毎月必要な定型帳票を得るためにはエンドユーザが
都度操作しなければならない。さらにその処理は月
初に集中しターンアラウンドの著しい低下を招く。
これらの課題に対しては、EUCツールと自動運行用
ソフトウェアを組み合わせ、夜間に予め自動的に定
型帳票を作成しておくという仕組みで対応している。
(3)オープンなネットワーク、営業店システムの提供

SB I 2 1では、Wi n d ow sNT上で稼働する
FBA  Navigator搭載の営業店端末を標準として採用
している。かつ、営業店端末と実行環境との間のプ
ロトコルには、オープン系のデファクト･スタンダ
ードであるTCP/IPを使用している。
これにより、営業店端末は、OSがWindowsNT、
ネットワーク･プロトコルがTCP/IPというオープン
系のクライアント/サーバ･モデルにおける極めてス
タンダードなクライアントという位置づけになり、
Win d ow sNT上で稼働するソフトウェアを
FBANavigatorと同居させることにより、単に勘定系

端末としてだけではなく、広義のクライアントとし
て使用することが可能である。

当金庫の現行勘定系システムは、現日本ユニ
シスとの共同開発により、1982年1月にスタート
した｢第2次オンラインシステム｣(FAST1100)をベ
ースとし、現在に至るまで連続的な諸対応を実
施してきました。第2次オンラインシステムの開
発は、規制金利時代の業務･枠組みに基づいたも
のであり、また本番後15年に亘る経過の中で以下
のシステム課題が顕在化しております。
＊諸機能の追加によるシステムの複雑化と透明
性の低下を招き、システムが制度疲労を起し
ている

＊システムの複雑化･肥大化に伴う開発生産性の
低下

＊オンライン終了後の業後処理の長時間化(時間
延長への足かせ)
また、日本版ビックバンに代表される今後の

金融環境の変化に対し競合優位を確保し続ける
ためには、
＊多様化する顧客ニーズ(行動)への的確かつ迅速
な対応

＊低コストチャネルの創出
＊上記を支えるシステム部内の開発力(開発スピ
ード)の強化
などが必須要件と考え、次期システムの検討に
至りました。
次期システム検討においてのポイントは、
＊｢営業店システムの戦略化｣｢情報武装のための
データベース構築｣などの独自戦略を具現化す
るための最適な情報システムのあり方について
＊SBI21の採用により実現できる機能
･24時間365日稼動
･オブジェクト指向技術による高生産性の確保
･統計バッチシステムのオープン化による勘定
系のスリム化
･営業店端末システムの汎用化(WindowsNT)等
＊次期システム構築時にシステム要員の大幅な
レベルアップが望めること
＊メーカーの信金業界に対する姿勢(パートナー
ベンダとしての信頼度)
などであり、将来性･投資対効果を総合的に判断
しSBI21の選択が最適であるとの結論に至りまし
た。
システムの導入に際し、日本ユニシスによる
サポート力に大いに期待しております。

日本ユニシスでは、今までにもSYSTEM-F、
FAST1100、TRITONなどの勘定系パッケージを提供
してきた。SBI21では、これらのパッケージ開発で
培ったノウハウをベースに勘定系システムに必要な
業務処理を網羅し、提供している。
したがって、預金/融資/為替という金融機関の基
本業務は当然のことながら、24時間365日稼働の実
現、先日付センターカット機能などの各種機能も取
りそろえて提供している。
また、営業店事務処理のさらなる効率化を目指し、
TRITONで提供し好評を博した精査事務向上のため
の収支ペア/端末機別精査/現金管理、
あるいは役席承認といった機能に加え、
前述のFBA  Navigatorの機能を活用し、
営業店のレスペーパー化を促進してい
る。例えば、従来、紙に出力していた
各種還元帳票、為替受信票等をFBA
Navigatorのサーバに転送し、営業店端
末からの各種照会/条件検索などを可能
とすることで、紙への出力を極小化し
ている。また、伝票の汎用化、および
各種照会票の画面出力/オーバーレイ付
印書などにより、営業店で保持すべき
伝票種類の大幅な削減を実現している。
また、SBI21では、今後、より一層加

速されていくであろう商品の多様化を考え、単に現
時点での金融商品の品揃えを重視するのではなく、
いかに簡単に新たな金融商品に対応できるかを重視
した。これに対応するために、オブジェクト･モデ
ルに工夫を加えるとともに、商品特性/金利特性を
テーブル化することによって、テーブルの設定値の
変更により極力レスプログラミングで対応可能な仕
組みを提供している。 (図4)

1998年11月1日第451号

UN

｢SBI 21｣が提供する業務アプリケーション･システム

［注］
＊1 Single step execution：プログラムを1stepずつ実行する機
能

＊2 Inspector：プログラム実行中にプログラム内の任意のデ
ータ項目を参照/変更できる機能

＊3 Conditional brake point：プログラム内のデータ項目の値
がある条件に合致したところでプログラムの実行を中
断する機能

■商品内の種別ごとの性質の相違(期間･利息計算など)は、�
　テーブル化された各項目の設定変更で対応�
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｢SBI21｣で次世代情報基盤の
確立を目指す

朝日信用金庫
理事システム部長原　弘之氏

図4 独自の商品戦略の迅速な実現を目指して

21世紀の地域金融機関経営を支える｢SBI21｣
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その昔｢3K赤字｣という言葉があったが、周知の
ように｢国鉄｣｢米｣はそれぞれ時代の荒波に揉まれ大
改革が行われてきた。
医療はその国の文化を表すともいわれるが、戦後
日本の医療サービスは平均寿命や新生児の生存率が
示すように相対的にとはいえ世界最高水準に達して
いる。医師を中心とする医療スタッフ個々の高い能
力、医療技術の進歩とともに、3つ目の｢健保｣もそ
れを支えてきたものの1つといえるであろう。
その恩恵か、皮肉にも少子高齢化の超先進国とな
った日本。それがもたらす医療財政の破綻が視認さ
れ、抜本改革の波が押し寄せようとしている。
診療報酬の定額制が試行され、医療と介護の境界
を明確にする介護保険の導入が目前に迫り、さらに
は医療サービス事業への参入を営利企業にも開放す
る規制緩和、いわゆる｢医療ビッグバン｣の行方が注
目されている。

今を遡ること15年(1983年)、米国では増大する老
人医療費の抑制と医療の標準化を目的として、疾病
群別の定額支払制(DRG/PPS)が導入された。その後、
イギリス、フランス、ドイツなど欧州先進国におい
ても、それぞれの国情に応じた定額払い制度が相次
いで導入されている。
日本では、医療スタッフ個々の方針に基づいて行
われた医療技術、投与された薬剤、使用された医療
材料などの出来高を診療報酬として支払う方式が長

く採られてきた。
定額制が導入されると、それら医療行為とは関係
なく｢病名｣によって診療報酬が決ることになる。し
たがって医療機関は定められた報酬の中でいかに高
水準の医療サービスを提供し、かつコストを抑制す
るかという課題に直面することとなる。
情報公開と情報共有による医療の標準化、治療方
針の標準化(クリティカルパス)が最近とみに叫ばれ
るようになったのは、医療サービス供給側の危機感
の現れであり、また日本の文化では、なじみが薄か
ったことへの裏返しのようでもある。

日本の医療機関における情報システム化は70年代
初頭の医事会計システムに始まり、同年代後半のレ
セプトを中心とする日本語化、給与･経理･薬品在庫
などの管理系システム、検査、放射線、給食などの
部門システム、80年代半ばからの発生源入力方式に
よるオーダリング･システムなど、文字ベースの情
報システムの普及から、さらには画像管理システム
へと進化拡大を重ねてきた。
今後は文字、画像、イメージの統合連携化による
遠隔医療支援システム、マン/マシンインタフェー
スにさらなる改良を加えた電子カルテへと最先端技
術を駆使して実用化が図られていくことが予想され
る。

一方、定額制が導入されると｢病名｣と実施された

｢医療行為」とそれに対する「診療収入」、｢入院期
間｣を切り口に把握するという観点が最も重要にな
ってくる。情報システムはそれを支援するものでな
ければならない。
つまり医事会計システムとオーダリング･システ
ムの密接な連携が従来にも増して重要になってく
る。
日本ユニシスのオーダリング･システム･パッケー
ジ｢MEDI-ORDERシリーズ｣はオーダリング･システ
ムと医事会計システムをシームレスに繋ぐことが基
本コンセプトであるとともに、その最新バージョン
では前述の「クリティカルパス」に対応した機能を
すでに組み込んでいる。
すなわち、治療方法の標準化を図り、入院から手
術、退院までに必要なオーダーをセットしてシステ
ム内に組み込むことで、定額制に対応できる仕組み
を実現できるようになっている。
また、今後の医療機関における重要課題の1つで
ある電子カルテ化への対応も進めていく。電子カル
テ化は、画像情報サブシステム/PACS(画像管理)の
実用化とオーダリング･システムとが連携して初め
て可能になる。こういう視点に立って、今後は画像
情報システムの実用化に力を注いでいく計画であ
る。

前段の情報システムは、あくまでもツールとして
のものであるが、翻ってその情報システムをお客様
に提供する立場である我々の業界ではどんな変革が

必要になるであろうか。
｢出来高制から定額制へ｣。

それに伴う｢コスト抑制と管
理｣。これは我々業界に与えら
れた命題でもある。
日本ユニシスは、ユーザの

皆様方にとって情報システム
を各種新技術への対応、医療
の標準化対応と、コスト低減･
管理の道具としてお使いいた
だけるよう研究開発を続けて
いくとともに、従来ご提供し
ているものより、さらに高位
であるパートナーシップとし
てのアウトソーシング･サービ
スも視野に入れて、新しい枠
組み作りに挑戦していく。
日本ユニシスでは、実績の

あるパッケージング技術、イ
ンテグレーション技術、コン
サルティング力をもとに継続
したアウトソーシング･サービ
スを提供することで、お客様
のニーズに応えていく考えで
ある。

注目される医療ビッグバンの行方

定額制の導入と標準化

文字･画像･イメージを統合連携した情報システムへ

日本ユニシスの取り組み

｢コスト抑制と管理｣に応える
アウトソーシング･サービスを提供
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総合医療情報システム
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総合医療情報システムの構築に向けて
日本ユニシスの取り組み
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弘前大学医学部附属病院では、ATM-LAN上で医

事会計システムからオーダエントリ･システム、各

種サブシステム群を統合して運用する大規模な総合

医療情報システム｢HUMAN｣(Hirosaki University

Medical Ad-vanced Network)を構築し運用を開始し

ている。

画像データベースの構築に向けテスト運用を開始し
ている(後述)。

弘前大学医学部附属病院では、これまで医事会計、
オーダリングをはじめ各部門システムをホスト集中
管理方式で運用してきた。診療支援、医学研究の支
援、病院経営の支援など医療情報システムの役割を
さらに高めるには情報を一元管理し、各部門が情報
共有しながら精度の高い適切な情報活用を図れる統
合システムの構築が不可欠と判断し、システムの刷
新を図ることとなった。
まず、新システムの狙いを、①155MbpsのATM-
LANをネットワークのバックボーンとする、②この
上に従来のホスト集中型システムを、クライアント
/サーバ型分散システムとして再構築する、③これ
によってオープン･システムのもたらす使いやすさ、
コスト削減、相互運用性などの利点(ユーザ･アメニ
ティ)を享受する、という3点に置いた。
こうした狙いの下に、次のような特徴をもったシ
ステムが構築された。
＊高速ATM、イーサネット複合LAN構成

ATM-LAN上にサーバ、クライアントPCを統合し
て、全システムを有機的に結合した。これによって、
高速データ処理とデータベースの共同利用を実現し
ている。
＊WindowsNT操作環境への統合

オーダリングおよび各部門システムのワークステ
ーションを中心に、すべてWindowsNT環境のPCに
統一し、使い勝手の良さを追求している
＊医事会計系とオーダ系システムとの有機的な結合

医事会計系システムにはエンタープライズ･サー
バ｢A14｣をサーバ
とし、オーダー系
システムではUS
ファミリをサーバ
とした。業務ソフ
トウェアに関して
は、前者が｢MEDI-
ORDER/EX｣、後
者 に つ い て は
｢sumiAccelおよび
s u m i A c c e l /
win｣を活用し、こ
の2つのシステム
を有機的に結合し
情報の一元管理を
実現した｢総合医
療情報システム｣
を構築している。
＊画像情報システ

ムの構築

将来の本格的な

主要なシステムの概要は次のとおりである。
①医事会計システム

窓口会計、レセプト作成処理など大量のデータを
短時間で処理するため、医事系サーバにはオープ
ン･エンタープライズ･サーバ｢A14｣を活用し、また、
業務ソフトウェアには、自動算定機能に優れた
｢MEDI-ORDER/EX 医事モジュール｣を採用してい
る。
医事会計系システムでは、1日平均1,500人が来院
する患者管理、来院受付、外来/入院医事会計、レ
セプト、総括表作成などを処理している。
②オーダエントリ･システム

予約、処方、検査、画像、診療支援、入退院、給
食などの各システムとの情報伝達をネットワーク上
で行える。医師が診療行為を直接入力することで、
処方、注射、検査、画像などのオーダがオンライン
でそれぞれの部門に即時に通達される。
③サブシステム群

サブシステム群は、薬剤、画像、検査、給食、手
術、輸血、放射線、看護、病理、材料、医事、予算
執行管理の各システムから構成されており、病院業
務全般を網羅している。

同病院では、X線、CT、MRIなどの検査画像の電
子化を目指してテスト運用を開始した。
このシステムは、デジタル化された画像をデータ
ベースに取り込み、LANに接続されたワークステー
ションから高品質な画像を検索し、表示する仕組み
である。画像は必要に応じてフィルムにも出力でき
る。これによって診断業務の効率化、フィルムの保

管スペースの解消が可能になるなど大きな効果が期
待されている。
HUMANでは、画像フォーマットの標準規格とし
て、業界標準のDICOM手順を採用することによっ
て、異なるベンダのハードウェア/ソフトウェアを
組み合わせたシステムの構築を可能にしている。

医療情報部長 羽田 隆吉氏は、HUMANの構築に
ついて次のように語っている。
｢HUMANは、医師、看護婦、技師、事務など、

職員のすべてがネットワークを通
じて情報を共有しながら患者診療
を支援するものである。このため
職員はPCを操作できることが前提
となっており、緊急時以外はすべ
てPCを通じて業務を行うことを目
指している。
HUMANの構築によって、医師

のオーダへの迅速な対応、各部門での医療情報の共
有が実現し、患者サービスの向上に寄与している。
また医師が検査結果をPC上に図示して患者に説明
できたり、検査や投薬についても、重複して処置が
なされない仕組みを組み込んでおり適切な診療活動
に大きく貢献している｣。

HUMANの構築には、日本ユニシスがハードウェ
ア/ソフトウェア併せて十数社の製品をインテグレ
ーションしてシステム化した。オーダリング･シス
テムおよびサブシステムの大半は、基本ソフトウェ
アの提供からそのカストマイズに至るまで外部ベン
ダが実際の業務を行った。それら多数のベンダのシ
ステムを、受注から5カ月という短期間で本稼働さ
せた日本ユニシスの開発力とインテグレーション技
術は高く評価されている。 UN

病院情報を一元管理する総合医療情報システムを実現

総合医療情報システムの概要

画像情報システムの実用化に取り組む

診療の質/患者サービスの向上に大きく寄与

5カ月での本格稼働を実現した日本ユニシスのSI力

■弘前大学医学部附属病院

◆1983年4月に、医療業務支援を主目的にコンピュー
タ･システムの運用を開始。以来、数々のシステムを
開発してきたが、今回、先端技術を駆使した総合医
療情報システム｢HUMAN｣を開発、さらに高次元の医
療情報システムの実現にチャレンジしている。
◆所在地＝青森県弘前市本町53
◆代表者＝橋本　功病院長
◆病床数＝630床
◆外来患者数＝平均1,500人/日
◆使用機種/ソフトウェア＝エンタープライズ･サーバ
｢A14｣、UNIXサーバ/ワークステーション｢USファミ
リ｣×14台、病院トータル･オーダリング･システム
｢MEDI-ORDER/EX｣他 サードベンダ機器多数

弘前大学医学部附属病院
医事会計、オーダリングを中核に全機能統合の総合医療情報システムを構築

日本ユニシス―国立大学病院のシステム化に大きく貢献

弘前大学医学部附属病院

羽田隆吉氏
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秋田県厚生農業協同組合連合会(JA秋田厚生連)で

は、医事会計業務のレスポンス向上を図るとともに

各病院での院内情報システムの構築などを推進する

ため、傘下9病院にホスト･コンピュータを導入し、

運用を開始した。

今、医療保険の大改革が進行しようとしており、
医療関係者はかたずを飲んでその行方に注目してい
る。昨年9月からの薬剤費一部負担、社会保険本人
の1割から2割負担が実施されたのに続き、医療提供
体制、老人医療制度、診療報酬制度、薬価基準制度
の大幅な見直しが進められ、医療ビッグバンとも称
される大変革が進行しようとしている。
こうした動きに対し、医療機関において新たな対
応が要請されている。
JA秋田厚生連参事舘岡昭雄氏は、｢制度変更の見
直しが進んでおり、今のうちに対応の仕方を検討し、
布石を打っておかないと適切な対
応ができない。その課題は療養環
境の向上、分かりやすい医療情報
の開示、患者サービスのより一層
の提供と収益基盤の強化にある。
これらの課題を解決するために情
報システムの活用は不可欠である。
今回、各病院にホスト･コンピュー
タを導入したのも、こうした点を踏まえたのもので、
まず医療情報処理の効率化、迅速化を図り、さらに
各病院でのさまざまな業務のシステム化を図り、医
療ビッグバンに備えていきたい｣と語っている。

JA秋田厚生連病院では、これまで医事会計業務を
日本ユニシスの協力会社である(株)トミスシステム
ズに外注委託してきた。各病院には入出力端末機の
みを設置し、専用回線を経由して同社に設置のホス
ト･コンピュータ(A6-NS×2)とオンライン接続して9
病院で共同利用し、レセプト作成および各病院への

今回の自院ホスト導入に当たっては、自営化とア
ウトソーシングを使い分けた点が特徴的な点であ
る。すなわち、自院ホストによる各病院の規模など
に応じた特色あるシステムを実現する。一方、医事
会計システムについては、①職員の運用が従来と変
わらないこと、②レセプト作成業務は引き続き外注
委託し、日本ユニシスが一括して窓口を担う、③導
入は可能な限り短期間で行い、④9病院のシステム
レベルを統一するなどを前提要件とし、アウトソー
シングすることとした。
アウトソーシングする理由として、①職員の作業
軽減が図れる、②急進展する情報技術革新に追随で
きる、③機種を同一メーカーにし、システムレベル
を統一することで職員の異動にも対応しやすくす
る、④障害時の早期復旧やシステム稼働状況の確認、
日常の運用監視などを専門家に任せることで安全運
用が可能になるなどの点を挙げている。
また、日本ユニシスをパートナーに選択した理由
としては、①医療情報システムにおけるノウハウが
蓄積されている、②これまでのJA秋田厚生連での実
績、③先端技術の取り込みなど情報技術活用におけ
る高い力量、④アウトソーシング･ビジネスのこれ
までの実績などを挙げている。
まず、95年4月に由利組合総合病院に導入、その
後96年11月から本年4月までに8病院に対し、約2カ
月間隔でホストの導入･切り替えを行い、稼働を開
始している。

外来/入院の窓口会計、レセプト(医療報
酬請求書)作成などを行う医事会計システ
ムは、各病院の職員が端末から自院ホスト
に入力し、蓄積された会計データはセンタ
ーホスト側にテープの形で送られ、ここで
レセプト、総括表などが作成され、各病院
に配送される。医事会計システムとしては、
JA秋田厚生連と日本ユニシス、トミスシス
テムズが共同開発した｢THIPSⅢ｣を活用し
ている。
また、各病院では、患者支援システム、
夜間患者検索システム、自動再来受付シス
テム、薬歴管理システム、保険請求システ
ムなどのサブシステムを導入し、総合医療
情報システムの構築に取り組んでいる。

舘岡昭雄氏は、｢自院ホストの導入によって、医
事会計業務処理の効率化とともに、各サブシステム
と自院ホストとの連携などにより、各病院の特色を
活かした新医療情報システムの構築が行え、9病院
が足並みを揃えた患者サービス向上に寄与できると
期待している｣と語っている。

自院ホストの導入
による効果として
は、会計処理時間の
スピードアップ、職
員の作業効率の向上
による患者待ち時間
の大幅な短縮などを
挙げている。

95年4月に最初にホストを導入した由利組合総合
病院長高野一彦氏は、｢医療制度改革の進行を見据
えて的確な情報システムの構築、
活用が課題である。病院運営の視
野からは、医療情報を分析、加工
して経営情報に役立て、病棟再編
成にも即応できる体制づくりを進
めている。また、患者サービス、
看護サービスの向上を目指した院
内情報システムの構築にも積極的
に取り組んでおり、最終的には院内をネットワーク
化し、医療/患者情報の一元管理を実現したい｣と語
っている。
同病院では、外来ロビーに診察、会計、薬の処方
などの進捗状況を大画面にグラフ表示する患者支援
システムを運用している。患者は画面を見て自分の
順番が近づくと診療カードを端末に差し込むこと
で、例えば会計や薬ができているかどうかを知るこ
とができる。これによって、待つことの精神的負担
を軽減し、院内での呼び出しのアナウンスがなくな
り来院患者からも好評という。
また、今後は病棟診療部門のシステム化を強化す
る計画で、経営管理システムのほか、検査システム
のホスト連携、入院患者の診療情報をシステム化し
た看護支援システムなどを開発し、患者サービスの
向上を進めていく構想である。
なお、同病院はこれらの積極的な経営姿勢が認め
られ、97年11月に(財)日本医療機能評価機構より、
東北地区で初めて認定病院の指定を受けている。 UN

自院ホスト導入で各病院の特色を活かしたシステムを目指す

自営化とアウトソーシング、それぞれのメリットを追求

患者サービスの向上･新システムの開発環境を整備

由利組合総合病院
院内情報システムの構築を推進

医療ビッグバンを見据えて情報システム基盤を強化

秋田県厚生農業協同組合連合会
傘下9病院にホスト･コンピュータを導入

総合医療情報システムの構築を推進

■秋田県厚生農業協同組合連合会

◆傘下の9病院は県内主要地域に点在し、県立総合病院
のない秋田県各地域の中核医療機関として重要な役
割を担っている地域密着型病院である。9病院合計の
病床数は約4,500床、外来患者数はピーク時約15,000
人/日と、全国の厚生連組織の中でも最大規模である。
◆所在地＝秋田市八橋字戌川原64-2
◆代表者＝佐藤秀一代表理事会長
◆病院数＝9
◆病床数＝9病院合計約4,500床
◆使用機種＝CLEAR PATHサーバ｢NX4600｣×4、エンター
プライズ･サーバ｢A14｣×3、｢A7｣、｢A6｣

鹿角組合総合病院(鹿角市) 湖東総合病院(八郎潟町) 秋田組合総合病院(秋田市) 仙北組合総合病院(大曲市)

北秋中央病院(鷹巣町)

山本組合総合病院(能代市)

平鹿総合病院(横手市)

雄勝中央病院(湯沢市)

〈運用サポートセンター〉�
総合窓口：日本ユニシス㈱�

㈱トミスシステムズ�
(秋田市)

：エンタープライズ�
サーバ�

：サブシステム�

：導入予定システム�

リモート端末�
(各病院運用サポート)超高速プリンタ�

(レセプト等作成)

…� …�

由利組合総合病院(本荘市)

入力端末� 出力端末�

患者支援�
システム�

自動再来受付�
システム�

夜間患者検索�
システム�

保険請求�
システム�

…� …�

…�

…� …�

…�

…�

…�

…�

…�…�…�

…�

…�…�

…�

…�…�

…�

…�

…�

…�

…�

…�

…�

…�

…�

各外来･病棟�
経営管理�
システム�

看護支援�
システム�

検査�
システム�

システム構成イメージ

由利組合総合病院

高野一彦氏

舘岡昭雄氏

配送業務までを委託、電算専門要員を置くことなく
運用してきた。
しかし専用回線を介したデータ伝送やホストの共
同利用のため、特にピーク時における端末レスポン
スが遅く、各病院におけるサブシステムの追加など
システムの拡張が制約されるなどの問題点があった。
そこで、こうした問題点を解決するとともに、各
病院独自に医療情報システムの構築･運用を実現す
るため、各病院にホスト･コンピュータを導入する
こととした。
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四国新聞社における広告業務のシス
テム化は、1982年の代理店および直扱
い請求業務から始まり、85年の売上管
理および各種統計データ管理、88年の
売上および未収管理、各種統計データ
管理の強化など3次にわたって展開し
てきた。
95年に開始された全社5カ年計画の
一環として、広告業務の抜本的改善を
図ることになり、新システム導入が決
定された。
広告局次長兼編成部長千野義晴氏
は、｢広告整理業務をシステム化し長
期の広告割付作業を軽減し、広告売上
管理、予算管理、さらに蓄積した各種
情報検索することで営業活動支援を目
指して新システムの構築を進めること
とした。新システムではデータベース
を整備して営業支援情報、紙面管理情
報を提供し、また、営業データを請求
書発行など経理業務にまで活用し、ト
ータルに支援できるシステムを目指し
た｣と語っている。
システム化に当たっては、広告局か
ら2名、電算室から1名の管理者が中心
になって電算化委員会を発足させた。
まず各社で稼働中のパッケージの活用
状況を綿密に調査し、システムの経済
性、機能性、操作の容易性から種々検
討の結果、既設の事務処理系ホストと

の親和性が高く、また地元に拠点があ
り迅速に対応できるなども考慮し、日
本ユニシスに全面的にシステム構築を
委託し、97年10月から運用を開始した。

新システムは、2台のUNIXサーバと
3台の広告割付専用端末、26台の営業
端末ならびに事務処理系ホスト機とを
LANで接続、3支社(東京、大阪、西
讃)とをWANで接続している。
このシステムは、既設の事務処理系
ホスト･コンピュータとの連動によっ
て、分散系による利用者主導のシステ
ムを展開する一方、営業支援情報、各
種管理資料を高速に出力し、かつ経理
処理との連携を実現した点が大きな特
徴である。
新システムの基本的な仕組みは次の
とおりになっている。 (図参照)

①予定表の作成

編成部では割付端末機によって広告
割付の日付ごとの広告スペース、各面
の面種(文化欄、スポーツ欄、総合欄
など)と予定段数など1カ月分の予定表
を作成する。
②広告申し込み受付

本社広告部および支社の営業担当者
はノートPCあるいはデスクトップPC
を使って自ら掲載申し込み情報(広告
の種類、広告主、業種、掲載年月日、
スペースなど)を入力する。
③紙面編成

編成部では割付端末機で予定表と掲
載申込み情報をもとに、記事と広告の
順番、カラー面かどうかなどを勘案し
て、その日のカラーパターンを決める。
どの面に、どの記事、広告を入れるか
紙面編成を行う。カラー広告の場合は、
カラー広告可能面にスペースを確保す
る。
④紙面割付の確定

編成結果デ―タは広告割付サーバを
経由して事務処理系ホストに送られ、
割付サーバから割付帳票を掲載日の1
週間前に予定表として出力する。ここ
で編集部門(記事)との調整を行い、変
更がなければ決定帳票として掲載日前
日に出力し、関係部署に提供する。
⑤経理データの作成

当日分のデータをサーバから抽出し
経理用データとして事務処理系ホスト
に取り込み、請求書発行に活用すると
ともに、売上データとしてサーバに返
送する。

営業担当者は、掲載予定状況をPC
から自由に入手でき、広告局全体で情
報共有化が可能になり、営業支援の強
化につながったとしている。
＊広告スペースの空き情報を事前に容
易に、かつ正確に取得できるだけで

なく、広告種別/業種ごとに累計段
数や売上金額が一覧できるため、問
い合わせに対する迅速な対応、広告
主や広告代理店への早期セールがで
きる。

＊データベースには、料金確定がなさ
れた契約情報がファイルされている
ため、各営業担当者は精度の高い売
上予測が行え、これに基づいた営業
戦略を立案できる。

＊本社－支社間のオンライン化によっ
て、業務に要していた時間を大幅に
短縮でき、業務改善を図れた。

紙面編成業務のスピードアップによ
り、業務の処理の効率化を図るなど、
次のような効果を指摘している。
＊紙面の面･版建て予定、予算建て頁
を管理することで、紙面調整の円滑
化、申し込み入力ミスの防止を徹底
できる。

＊掲載申し込みは営業担当者自ら行い
掲載モレの防止、問い合わせに対す
る迅速な対応が可能になる。

＊紙面管理をシステム化したことで、
面建て変更への柔軟な対応が可能に
なる。

＊カラー添加面をパターン化(32頁の
場合14種類)し、画面で選択して紙
面編成できるためカラー広告にも迅
速に対応できる。
千野義晴氏は、｢営業担当者の直接
入力したデータが紙面編成、さらには
関係部署への資料作成、最終的には経
理データとして反映される仕組みを作
ったことで、ペーパーレス化の効果は
極めて大きい。今後は、顧客管理、予
算管理、売上予測精度の向上、個々の
営業担当者のデータ加工･分析支援な
どに向けて、さらなるシステム活用を
図っていきたい｣と語っている。 UN

広告紙面編成作業を効率化

四国新聞社
四国新聞社では、本社および3支社をオンライン化し、紙面建て頁の決定

から広告申込～紙面編成～売上確定までを支援する｢広告局業務支援システ

ム｣を構築し、運用を開始している。

このシステムは、既設の事務処理系ホスト･コンピュータ(A14)とも連携し、

経理データヘの反映、管理資料、営業支援情報の提供など、広告業務のトー

タル化を目指して開発されている。

■株式会社四国新聞社
◆地元紙ならではの特性とネットワーク
を生かしながら、地域に密着した情報
を提供し、県民の必読紙としての地位
を確保している。香川県最大の媒体と
して発行部数21万部、普及率60％、
県都･高松市では65％に達している。
また、本年７月に創刊した、本紙の補
完媒体｢オアシス｣(タブロイド判16頁
フルカラー、毎週金曜日発行･発行部
数24万5千部)は、身近で役立つ生活

情報を満載し、注目を集めている。
◆所在地＝香川県高松市中野町15-1
◆代表者＝岩田清祐代表取締役

平井龍司代表取締役
◆社員数＝251人
◆支社･支局＝3支社/3支局
◆発行部数＝21万部
◆使用機種＝エンタープライズ･サーバ
｢A14｣、UNIXサーバ｢US120U｣×2他

広告局業務支援システムを稼働
基幹システムとも連動し、紙面建て頁決定から

売上確定～請求書発行までトータルに支援

社会公共情報システム

広告業務のトータル･システムを指向

分散系(広告局業務)と全社的基幹系
システムとの連動で一貫処理を実現

営業活動支援の強化･拡充に寄与

…� …�

(電算室) 

US120U US120U

広告割付�
サーバ機�

LAN

LAN LAN LAN

広告割付�
データベース�

広告割付�
サーバ�
バックアップ機� 売上�

検索�
�

ルータ�

ルータ�

事務処理系ホスト機�
ユニシスA14

広告事務系�
データベース�

広告事務系�
データベース�

ルータ�

広告端末�

(広告局･整理課) (広告局･管理課)

PC

PC

PC

PC

PC

割付端末機�

割付端末機�
案内�

申込�
検索�
�

申込�
検索�
�

申込�
検索�
�

売上�

事務系出力�広告�システム入力�
広告�
システム出力�

広告�
システム出力�

各種資料 �

PC

営業�
管理�

各種資料 

各種資料 

×2

割付出力�

営業端末�

管理職および営業担当ノートPC

ホスト入力�

×19

本社�(西讃支社)(大阪支社)(東京支社)

各種資料� 各種資料� 各種資料�

ルータ� ルータ�

ISDN�
�

高速
デジ
タル

PC×2 PC×2 PC×2ノートPC ノートPC ノートPC

広告局業務支援システム･ネットワーク図

広告紙面編成作業風景と千野義晴氏(右)
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同社は、『21世紀に飛躍する鉄鋼ロ
ジスティクスセンター』への変革を企
業スローガンに掲げているが、その狙
いについて、同社専務取締役岩崎誠
夫氏は次のように説明する。｢トヨタ･
グループの鋼材ロジ
スティクス基地とし
ての使命を果たすた
めには、物流情報を
的確に把握し、お客
様やメーカー、商社
に対して最適な発注
情報の提供ならびに在庫の適正化を図
る必要がある。
それには、すべての企業活動におい
て、①いつ何をしたかというタイミン
グ情報、②量(在庫)の情報、③どこで
何を扱ったかというロケーション情
報、④金額の情報をデジタル･データ
としてリアルタイムに取り込み、それ
を蓄積･分析すること、すなわちデー
タに基づく経営に徹する必要がある。
それを実現するのが鉄鋼ロジスティク
スセンター構想である｣。

このロジスティクスセンター構想
は、入荷量から製品出荷までの実績デ
ータを基に、鉄鋼サプライチェーンに
おける情報と鋼材物流の連携を図り、
適正在庫と製品生産の効率化を実現
し、トヨタ･グループの鉄鋼サプライ

チェーンの効率化に貢献することが目
的である。
具体的には、①在庫(保管材、母材、
製品)のタイムリーな状況把握、②お
客様の需要動向の適切な把握、③在庫
データと需要データを基にした在庫予
測と需要予測、④適正発注のための商
社への入荷必要量情報の提供、⑤適正
出荷を実現するための鋼材メーカーへ
の需要情報の提供などを目指している。

このロジスティクスセンター実現に
向けて｢どのように新たな情報管理の
仕組みを目指すべきかを日本ユニシス
にコンサルテーションを依頼した｣(岩
崎専務取締役)。
これに対し、日本ユニシスは、デー
タ･ウェアハウス(DWH)の活用を核と
したシステム化構想を提案した。
｢統合化されたDWHの構築が、サプ
ライチェーンの効果的なマネジメント
を実現するとともに、トヨタ･グルー
プ全体のロジスティクス機能強化を目
指した情報戦略の要になるものと判断
した。そこでさらに踏み込んで、統合
DWH構築のための最適なハードウェ
ア、ソフトウェアの選定からDWHの
設計、データベースの実装までユニシ
スに全面的に委ねることにした｣(岩崎
専務取締役)。

同社の目指す鉄鋼ロジスティクスセ

ンターは、上図に示すように統合
DWHをベースとして、個別管理シス
テムによって現状把握、問題点の抽出、
仮説･検証の実行によって最適解を導
き最適なロジスティクス計画を創出し
ようというものである。同社では、こ
の構想全体を一挙に満たす大規模
DWHを最初から構築するのではなく、
効果を確認しながら徐々に拡張してい
くというアプローチをとった。“小さ
く作り、大きく育てる”というDWH
成功の鉄則を忠実に実践している。

今回は、その第一弾として“量(在
庫)をベースにした個別管理”の仕組
みとして多次元データ分析システムに
よる｢鋼板在庫管理システム｣を実現さ
せた。これはデータ･ウェアハウスに、
実際の企業活動を通じて収集した2万
品目に及ぶ鋼板の1品目ごとの受注、
入荷、在庫の実績データを蓄積し、多
面的な分析や集計が容易な多次元デー
タベースに展開して、容易に現状を把
握しようというものである。
具体的には、メニュー画面から順次
ドリルダウンしていくことにより、多
面的な切り口で1品目ごとに、最大過
去4カ月分の在庫状況や平均在庫日数、
受注状況、入荷状況、月間最大･最小
在庫日数分布、平均在庫推移などがグ
ラフやチャートで1品目ごとに数秒で
把握できる仕組みである。

(画面1、画面2参照)

DWHの活用の現状は、在庫を多面
的に把握するデータマートとしての活
用の段階であるが、早期に各種分析や
予測、経営管理、発注支援などへと活
用の幅を拡大する予定である。
｢今回のシステム稼働で、お客様か

らの注文状況、メーカーからの入荷状
況、当社からの出荷状況、その結果と
しての在庫の推移状況が一目で分かる
ようになった。今後、予測に基づく計
画立案によって適正在庫の確保や在庫
削減が図れることに確信が持てた｣(岩
崎専務取締役)。

今後は、各倉庫や各加工ラインごと
に部門別損益が把握できる“カネ”に
焦点を当てたデータマート化に着手
し、次いでロケーション(置き場)をベ
ースにした個別管理や時間をベースに
した個別管理の仕組み作りへと発展さ
せる計画である。
さらに、トヨタ･グループの鉄鋼サ
プライチェーン強化に向けて、この統
合DWHを核として、
＊鉄鋼EDI適用の拡大を進め、外部情
報のタイムリーな入手
＊Web化による情報の公開と精度の高
い情報の発信
＊鉄鋼ECへの対応
＊トヨタグループの電子かんばん化へ
の対応
などを進めていく計画である。

今回の統合DWHシステム/DM(デー
タマート)システムは、データ･ウェア
ハウス･サーバUS10000(16CPU､4GB､
200GB HDD)、 クライアントは
Windows95/NT 搭載パソコン10台の構
成で、主なソフトウェアとしてはサー
バ側がリレーショナル･データベース
Oracle8､SQL*PLUS、多次元データベ
ース分析プログラムOracle OLAP
Server、クライアント側にはOLAPツー
ルEXPRESS ANALYZERなどを採用。UN

物流センターから鉄鋼ロジスティ
クスセンターへの転換を期す

トヨタ･グループの鉄鋼サプラ
イチェーンの効率向上を狙いに

システム化構想立案からDWH
の構築までユニシスが担当

統合DWHを根幹にロジスティ
クスセンターの実現を目指す

第一弾として｢鋼板在庫管理シ
ステム｣を実現

Webによる情報発信や鉄鋼EC対
応も視野に

■統合DWH/DMのシステム構成

豊田スチールセンター
豊田スチールセンターは、ビジネス･ドメインをこれまでの物流センター

から鉄鋼ロジスティクスセンターへの転換を急いでいる。この鉄鋼ロジステ

ィクスセンター化に向けて、統合データ･ウェアハウス(DWH)の構築を進めて

いるが、その第一弾として多次元データ分析システムによる鋼板在庫管理シ

ステムを稼働させた。

統合DWHの構築には日本ユニシスが当たっている。

■豊田スチールセンター株式会社
◆鉄鋼メーカーから鋼材(鋼板、条鋼、
線材)を仕入れ、トヨタ自動車をはじ
めとするトヨタ･グループ各社に供給
している鋼材物流基地としての役割を
担っており、この種の物流基地として

は日本一の規模を誇る。
◆本社工場＝愛知県東海市新宝町33-4
◆代表者＝柳沢　享社長
◆従業員数＝280名

鉄鋼ロジスティクスセンターへの変革を目指し
｢統合データ･ウェアハウス｣を構築

第一弾として多次元データ分析システム(鋼板在庫管理システム)が稼働

製造工業情報システム 統合DWH
これだけやると経営管理ができる�

対象となるもの�

EDA/SQL

仮説検証� 月次計画� 日常管理�
(個別管理)

アドホック� ROLAP�
HOLAP

多次元�
MOLAP

DM

例:欠品しないように従来3回/月入荷を�
4回/月にしてもらう�

任意にもちこんで�
EXCEL等で見る�

例:集計/分析をして計画を立てる�
(適正在庫量)  (ライン負荷)

バーチャルに�
キュービックを作る�

例:結果から�
納入指示を出す�

◆量→うまい計画･仮説を立て在庫日数を変えて在庫量を減らす�
◆置場→置場の絶対値、列を割り出す。頻度の高いものは近くに置く(ロケーション管理)�
◆時間→リードタイムの短縮�
◆金→経理(売上げ/原価)

◆保管材(鋼板、条鋼、線材)�
◆母材�
◆半製品�
◆製品�
�
それぞれにDMを作り、それぞれが量、置場、�
時間、金で見れること�

｢量をベースにした個別管理｣�
◆一点一点を時系列で表示したい�

｢置場をベースにした個別管理｣�
◆出荷量を見て平均在庫数を算出、置場がわかる�

｢時間をベースにした個別管理｣�
◆リードタイムの短縮�

当月当日　前月　過去3ヶ月�

もっとこうなれば平均値が見えてくる�

発注年月日�
製造年月日�
入荷年月日�
出荷年月日�
加工年月日�
でリードタイム算出�

統合DWH/DM概念図

画面1 鋼板保管材個別在庫管理システムのメニュー画面 画面2 保管材－在庫状況画面

岩崎 誠夫氏
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東京エレクトロン人事部では、第4
世代言語｢MAPPER｣を活用して、人事
情報システムを人事部独自で開発、運
用している。
このシステムは、人事、労務、給与、
厚生、退職、教育、通勤、採用、海外
渡航業務など人事業務のすべてを網羅
し、12万4,000ステップに及ぶ大規模な
ものである。現行のシステムは、本社
および関連企業8社に合計11台のUNIX
サーバを配置し、グループ企業全体の
人事業務を統合的に処理している。
東京エレクトロンでは全社的に2000
年対応(2000年プロジェクト)が進みつ
つあるが、その一環として人事部でも
2000年対応作業を進めることとし、人
事部課長 片本　亮氏をリーダーとす
るプロジェクト･チームが発足した。
これに加えてGUI操作環境への転

換、U6000シリーズからHP9000シリー
ズへのプラットフォームの移行、グル
ープ企業間での人事システムの統合化
など、システムそのものの高付加価値
化を実現することとした。
人事部課長片本　亮氏は、｢関連企
業も本社と同じシステムを活用してい
るが、環境の変化に対応して関連企業
独自で開発･機能追加を重ねてきた。
そこで、まず国内関連企業が同一のデ
ータベースの下にネットワークを介し

96年末に本社人事部4人(兼務)、関
連会社3名の計7名からなるプロジェク
ト･チームが発足、以下の手順で作業
を進めた。
方針として、
①単なる改修に終わらせず付加価値を
付ける(詳細後述)
②本社で対応プログラムを作成しグル
ープ企業に配布する
③日本ユニシスと緊密に連携し役割分
担を明確にする
④早期に着手しゆとりを持たせる
などとした。
改修作業は日本ユニシスに全面委託
したが、この点について、片本氏は、
｢人事部門でも作業そのものは対応可
能だが、日本ユニシスとの連携の下に
作業を以下のように切り分けた。まず、
これまで作り上げた556本のプログラ
ムの見直しを行い、改修対象プログラ
ムは341本であることが判明した。こ
れらのプログラムの改修はシステム全

て業務処理できるイ
ンフラを整備し、さ
らに海外拠点を含め
たグローバル展開を
図る長期的なスタン
スで人事情報システ
ムの拡充を目指して
いる｣と語っている。

体を体系的に把握できる日本ユニシス
に委託し、改修されたプログラムの検
証および単体デバッグなどについては
業務を熟知している人事部要員が対応
することとした｣と語っている。
改修作業は以下の手順で行った。
＊プログラムの棚卸し

改修対象プログラムの棚卸しにより
改修すべき本数をさらに80％にまで削
減した。
＊修正作業

改修の方式としては、日付表示の桁
数を6桁から8桁へ拡張することとした
が、これには2通りの方式を併用した。
1つは、改修に手間がかかるが使い勝
手の良さを重視して既存の日付項目部
分を2桁拡張し、順次ずらしていく方
式。
もう1つは、新たに8桁の日付項目を
レポートの末尾に付ける方法である。
これらの2つの方式をサブシステムご
とに使い分けている。
＊品質保証－テスト

改修作業は97年12月に終了し人事部
により品質テストを行った。
テストは、現行機U6000シリーズと
移行後の本番機HPシリーズの両シス
テムに2000年対応プログラムを走ら
せ、両システムからの結果を照合する
方法でチェックを行った。この結果
95％が正常作動し、当初の予想を上回
る品質を確保した。
＊移行作業

改修プログラムは98年6月にチェッ
クを終了しグループ企業人事部に配布
し、8月までを各企業独自部分の改修
チェックにあてた。

プロジェクト･リーダーの片本氏は
｢2000年問題については経営トップの

認識も高く、人事部内でも96年11月に
改修作業に着手する以前から警鐘を鳴
らして社内の認識を高めてきた。期限
が迫るほどSEが不足するという見通
しもあって、早め、早めの手を打った。
関連会社との事前のコンセンサスの確
立、進捗状況などの意見交換、また、
日本ユニシスの強力な支援などによ
り、作業はスケジュールどおりに完了
できよう。99年1月から現システムを
2000年対応済みのプログラムでの運用
に切り替える。2000年に至る最後の1
年は本番環境での運用テスト期間に位
置づけることで万全の体制で臨むこと
ができる｣と語っている。

同社は2000年問題の対応を新人事情
報システム構築の一環として位置づけ
ている。
片本氏は、｢2000年問題は対象プロ
グラムを改修することで解決できる。
しかし問題は、修正されたシステムが
エンドユーザにいかに有効に活用され
るかにある。そのためにはシステムの
工夫、改善が必要であり、使い勝手の
向上やネットワーク化によって付加価
値を付けることが必要となる。こうし
た観点に立って、人事部では、まずサ
ーバのレベルアップによって処理スピ
ードを大幅に向上した。次に使い勝手
を追求したGUI化も推進中で99年4月
から本社、関連企業で導入する運びと
なっている。電子メールを活用した各
種申請書の電子化(ペーパーレス)や、
セキュリティ･システムの導入も進め
る。さらに、画像イメージ(顔写真な
ど)の入出力、MAPPERとExcelとの連
携によるEUCの強化などを図っていき
たい｣と語っている。 UN

余裕の日程で予定どおりの工程
進捗を実現

全社的な2000年対応の一環と
して早期の着手を図る

2000年問題を契機にシステム
の機能強化･拡充を推進

成功の決め手は“余裕あるスケ
ジュール”

東京エレクトロン人事部

東京エレクトロン人事部では、関連企業グループ全社(8社)を含む人事施策

全般を支援する戦略人事情報システムを構築･運用しているが、現システム

の機能向上を核とした新人事情報システム構築の一環として、2000年問題対

応のプログラム改修作業を完了し、検証期間を経て99年1月から2000年対応

プログラムを主体にした運用に切り替えていく計画である。

■東京エレクトロン株式会社
◆半導体製造装置をはじめ、コンピュー
タ･システム、電子部品、液晶製造装
置など先端エレクトロニクス分野のほ
ぼ全領域にわたる製品を提供してい
る。商社機能とメーカー機能を併せ持
つ複合型企業としてグローバルに事業
展開を図っている。

◆本社＝東京都港区赤坂5-3-6

◆代表者＝東　哲郎社長
◆売上高＝4,237億円(98年3月)
◆社員数＝1,393人(98年6月)/グループ
従業員数＝8,900人(98年4月)
◆関連企業＝10社(国内)
◆使用機種＝UNIXサーバ｢HP9000シリ
ーズ｣｢U6000シリーズ｣計10台

2000年対応を早期実施し万全の備え
機能拡充も併せ行い利用者満足向上も

製造工業情報システム

片本　亮氏

時　期

工　程

1997年 1998年 1999年 2000年

1～6月 7～12月 1～6月 7～12月 1～6月 7～12月 1～6月 7～12月

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

調査･分析

仕様打合わせ

プログラム修正完了：本社分

関連企業分

検証･デバッグ：本社分

関連企業

データベース移行：本社

関連企業

試用運転　　　：本社

関連企業

全グループ

本番環境での運用

新システム本番稼働

2000年対応スケジュール

2000年対応プロジェクトの概要

対象機種

対象システム(AP)

プログラム本数

期間

作業内容

日本ユニシス　HP9000シリーズ/U6000シリーズ

人事情報システム(人事、労務、給与、厚生など)

566本のうち341本を修正

96年末検討開始、98年中に完了予定

6桁を8桁へ拡張
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コストと少人数の担当要員で回収率の
向上を実現することを狙いとしている。
同社の債権管理システムは、業務委
託しているUC(ユニオンクレジット)
の基幹システムを活用し、自社に導入
した｢シリーズ8｣のオートコール･シス
テムによって運用してきた。
しかし、従来のオートコール･シス
テムは、VISA/Masterカードには対応
していたが、JCBカードについては未
対応で、ほとんど手作業で債権管理を
行っていた。
そこで、同社では、VISA/Masterカ
ードに加えてJCBカードの債権も名寄
せし一元管理できるシステムとして新
システム｢MACS｣を開発することとし
た。
また、VISA/Masterカードの会員管
理を委託しているUCの基幹システム
刷新の計画に対し、MACSの開発も
UCの新システムを視野に入れながら
進めた。

債権管理システム
は、債権の延滞/停
滞発生から電話督
促、督促状の送付、
さらに法手続きまで
一連の事務作業の自
動処理を可能にした
システムで、最小の

管理部次長秋谷�明氏は、｢新シス
テム構築の最大の狙いであるJCBカー
ドの債権管理をオートコール･システ
ムに取り込むに当たって、従来のシス
テムの全面的な見直しを行い、経理処
理、雑損処理の扱い、遅延損害金の請
求処理方法などの、JCBの管理体系を

新システムの処理の流れは以下のと
おりである。
①UC(VISA/Masterカードの委託処理
先)およびJCBカードの各ホストか
ら新債(延滞発生後1カ月以内の債
権)の延滞データ(延滞者の属性、延
滞金額、発生日、購買店など)を協
同クレジットサービスのホスト･コ
ンピュータ(RX7000シリーズ)に取り
込み、同一マスターで延滞者を管理
する。

②ホスト･コンピュータで名寄せし延
滞マスターを作成する。

③延滞マスターの地域、金額などに基
づいて、延滞者を数グループに振り
分け、それぞれのグループで自動架
電(オートコール)する。

④決済金融機関である農林中央金庫か
ら毎日オンラインでカード利用者の
入金データをホストに取り込み、延
滞データと入金データを照合し、延
滞データを更新する。

⑤旧債(延滞発生後1カ月以上を経過し
た債権)やその旧債に当月に新たに
発生した債権などもホストに取り込
む。

⑥旧債段階から法定処理を検討する。
電話督促で解決できない場合は、督
促状、勧告状、内容証明や住所確認
のための住民票請求依頼書などを自
動的に作成する。再三の督促にも応

VISA/Masterカードの管理体系に合わ
せるなど、全社的なコンセンサスを得
た上で開発に取り組んだ｣と語ってい
る。

新システムの効果として、次のよう
な点を挙げている。
＊異なるカードの延滞債権管理手法を
1本化したことで、担当者の戸惑い
がなくなり効率がよくなった。
＊本店、9支店にVISA/Masterおよび
JCBカードの両方の債権を分散して
振り分けることで、効率的な回収作
業ができるようになった。
＊システムの見直しを行い、不要な帳
票を25％カットした。
＊交渉記録を保持(6カ月間)すること
で、督促時の対応が的確に行える
(回収作業の効率化)。また、中間の
与信審査では顧客履歴に加えて交渉
記録を参照することでより的確な与
信管理を行える。
＊VISA/Masterカードの委託先のUC社
の新基幹システムに対応したこと
で、会員、売上、ローン、リボルビ
ング契約･請求、不良コード入力履
歴、会員不良コードなどの照会が協
同クレジットサービスの端末からス
ムーズに行えるようになった。
＊ホストのレベルアップにより、処理
能力は従来の2倍に向上し、日締め
処理、立ち上げ処理の迅速化が図ら
れた。また、ワークステーションを
WindowsPCに切り替えたことで、
使い勝手が向上した。
＊新債、旧債とも同じ画面で確認でき
る。

協同クレジットサービス
協同クレジットサービスでは、VISA/Masterに加えてJCBカードにも対応で

きる新債権管理システム｢MACS｣(マルチ･オートコール･システム)を開発し、

5月から運用を開始した。また、このMACSは、VISA/Masterカード業務処理

委託先のUC(ユニオンクレジット)の新しい基幹システム｢UNIVERSE｣にも対

応している。

■協同クレジットサービス株式会社
◆JAグループのリテール戦略の一翼を
担うため、各都道府県の信用農業協同
組合連合会、農林中央金庫の出資によ
り1983年に設立された。現在国内で
最も広くカードが普及している銀行系
カード会社2 0 0社の中でV I S A、
Masterカード系列の6大ブランド会社
の1社として位置づけられている。ま
た 、 国 際 5 大 ブ ラ ン ド の う ち 、
VISA/Master、JCBをトリプル発行し

ている銀行系カード会社の1社であ
り、全世界でも流通性を確保している。
◆本社所在地＝東京都千代田区神田小川
町2-１
◆代表者＝栗林忠昭代表取締役社長
◆カード発行数＝181万枚(98年3月)
◆取扱高＝865億円(98年3月末)
◆使用機種＝ソューション･サーバ
｢RX7000シリーズ｣、ビジネスPC
｢AQUANTAシリーズ｣×24台

VISA/Masterカード、JCBカードの複合ブランドに対応した

｢新債権管理システム｣を開発･運用

金融情報システム

異種カードの延滞データを一元管理
し、不良債権の回収率向上を目指す

督促･回収･入金処理の自動化、
効率化を実現

じない場合は、法的手段に必要な各
種法手続き書類を自動作成する。

UN

NO

NO

確認＝99

A/C候補�

名寄せ会員�

架電＝9:候補�
確認＝2:OK候補�

A/C�
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A/C�
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A/C�
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A/C�
基本(3)

F3:A/C�
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V/M諸コード�
入力�

1:事故　2:管理　3:回収　4:退会�
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会員照会�
V/M売上�
照会�JCB利用�

明細�
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照会�JCBローン照会�

個別ローン、包括ローン(貸付明細、返済明細)�
�
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契約�JCBリボ�
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�
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債権額集計�
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差　押� 弁護士�

差押履歴�

名寄せ会員� YES
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A/C名寄�

秋谷�明氏

新システムのフロー

新システム運用の効果
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地域金融機関の理想像を求めて
日本ユニシス株式会社

アドバンストコンサルティンググループシニアコンサルタント 山本正雄

サービス
アドバンスト･コンサルティング･サービス（17）

現在の日本経済の混迷を｢第二の敗
戦｣とまで評する声がある。明治維新
以来、欧米に追いつき追い越せと｢坂
の上の雲｣を求めてきた近代日本は、
太平洋戦争の｢第一の敗戦｣を乗り越え
て廃虚の中から再出発して80年代の繁
栄を謳歌した。しかし、バブル崩壊と
いっこうに解消されない不良債権の重
圧は、日本経済の根幹を揺るがす事態

にまで至らせた。現状を｢第二の敗戦｣
と捉え、政治･経済･社会･文化の根底
から日本を再構築するべきだとの認識
を我々に迫っている。
バブル崩壊後の90年代は日本にとっ
て失われた年代であった。21世紀を迎
えるにあたって、いま一度原点に立ち
戻って地域金融機関のあり方を考えて
みよう。

戦後日本経済を端的に総括してみる
と、それは｢量の拡大に支えられた経
済｣であったといえる。右肩上がりの
株価、土地は絶対に値下がりしないと
いう土地本位制神話を信じて、ひたす
らに量の拡大を追求していれば、金融
機関はおしなべて資金量増大、収益確
保が可能だった時代であった。しかし、
神話の時代＝横並びと護送船団経営の
時代は終わった。金融機関がその特性
と個性を発揮して、それぞれ異なった
土俵と技で勝負する時代＝質を追求す
る時代がきたのである。

地域金融機関は、まずなによりも地
域から絶対に逃げない金融機関であ
る。地域の勤労者、自営業者、農民、
中堅/中小企業を顧客にして、顧客と
地域の繁栄に奉仕する、それが地域金
融機関の原点であるという当たり前の
事実を改めて確認する必要がある。そ
の上で地域金融機関の経営と業務のあ
り方を再構築すべき時期である。戦後
最大の不況と金融システム不安に揺れ
る今こそ、地域に確固とした基盤を持
つ地域金融機関にとって最大のビジネ
ス･チャンスなのである。

再構築に向けて4つの視点がある。
第一は、顧客本位の徹底である。誰
が顧客で何が商品であるかという基本
的な認識を、量を追求する過程で金融
機関は見失ったのではないだろうか。
自社の顧客と提供する商品を(横並び
ではなく)地域と自らの特性に応じて
把握し直して、すべての業務プロセス
を顧客本位の視点から再編することが
第一歩である。
第二は付加価値の創造である。顧客
が求めているのは単体の商品ではな

い。商品とサービスを合わせたソリュ
ーション(顧客の問題解決)を求めてい
るのである。地域金融機関は、顧客の
問題を解決する商品とサービスを包括
的に提供することにより、大手金融機
関、郵便局など競合他業態(これから
は流通業などの他業態も競合相手と考
えるべきである)との競争を勝ち抜く
ことができる。
第三にリスク･マネジメントの徹底
である。銀行業の本質は｢お金とリス
ク｣であり、リスクをテークし、管理、

売買することに金融機関の収益の源泉
がある。土地本位制神話が崩壊した今
こそ金融機関はリスク管理を業務プロ
セスの中核に据えなければならない。
そして最後にローコスト･マネジメ

ントの追求である。日本の金融機関の
利益率は諸外国に比して依然として低
い。業務の効率化によりコスト削減を
実現することは未だに大きな課題であ
る。 (図1)

経営/業務のあり方を再構築する際
に必要なのは、経営基盤として事業シ
ステムを捉えることである。事業シス
テムは、経営理念･経営者のリーダー
シップ、業務プロセス、業務プロセス
を支えるIT(情報技術)、そして人(知恵
と力)とによって構成される。従来の
横並び商品揃え、部門縦割りマネジメ
ント、部分最適追求姿勢は、もう通用
しない。企業の競争力の源泉は商品に
あるのではなく、顧客にソリューショ
ンを継続的に提供し顧客満足を勝ち取
る仕組み＝事業システムにある。経営
とビジネスとを、全体最適の立場に立
って部門横断で見直して、業務プロセ
スの改革を行うことが今求められてい
る。 (図2)

金融機関の基幹業務プロセスは、①
商品開発プロセス(顧客に提供するソ

リューション)、②需要創造プロセス
(マーケット開発、顧客管理)、③商品
デリバリー･プロセス(市場、営業店、
自動機、渉外、インターネット等)、
④リスク管理プロセス(市場リスク、
信用リスク)である。こうした業務プ
ロセスが、本部/営業店および部門間
の壁により分断されているため、部門
中心の観点で運営されているのが実情
ではないだろうか。
また、自社のコアコンピタンス(中
核的差別化能力)を見極めて、基幹プ
ロセスにおいても大胆なアライアンス
(連携)、アウトソーシングを活用した
｢弱みを補完し強みを生かす｣ビジネス
形態に転換するべき時代でもある。地
域金融機関は大胆な変身を迫られてい
るのである。

バブル崩壊以降の金融システムの混
迷は、公的資金投入によるセーフテ
ィ･ネットの整備などにより、ようや
く収拾される見通しが見え始めてき
た。金融再生から経済再生へ、これか
らは実体経済の回復が図られるべき時
期である。そして実体経済を支えるの
は地域経済であり、地域の中堅、中小
企業である。
地域金融機関は地域の金融センター
のみならず、地域の企業、個人に対す
る経済、生活の情報センターとしてそ

の役割を果たさねばならない。業務プ
ロセスの改革と事業システムの確立に
より、地域の特質に応じた個性的な経
営とビジネスを展開する(量ではなく
質を追求する)強い金融機関が求めら
れている。
中央集権型の政治経済システムは終
焉しつつある。まさに地方の時代が始
まろうとしている。日本経済再生の鍵は、
地域経済にあり、その核となる地域金
融機関の手に握られているのである。
(E-MAIL：Masao.Yamamoto2@unisys.co.jp) UN

大変動の時代(失われた90年代)

地域金融機関の原点

経営/業務のあり方の再構築に向けて

経営基盤としての事業システム確立を

地域からの日本経済再生を

管理プロセス� 基幹プロセス�

戦略立案プロセス�

業績評価プロセス�

商品/サービス開発�
プロセス�

需要創造プロセス�

商品提供プロセス�

業務支援プロセス(会計、人事、人材育成)
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図2 業務プロセスのあり方

顧客本位の徹底/絞り込み�
付加価値の創造�

コア･コンピタンス(中核的差別化能力)の発見�

リスク･マネジメントの徹底�
ローコスト･オペレーションの追求�

競争優位の獲得�

事業システムが経営基盤をつくる�

経営者の理念�
リーダーシップ�

ITの活用�

ビジネスの仕組み� 職員の知恵と力�

図1 経営基盤としての事業システム
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UN

今回、日本ユニシスが提供する異機
種サーバ統合監視システム｢Integrated
View｣は、複雑化する異機種サーバ群、
管理ツール群を単一制御点から集中監
視･制御する機能を提供するソフトウ
ェアである。LANで結ばれた環境であ
れば遠隔地でも、Integrated Viewによ
る集中表示機能を利用して複数、かつ
異機種システムの効率的な監視体制の
構築が可能となる。Integrated Viewの
特徴としては以下の3点への対応を述
べることができる。
(1)イベント集中表示機能の提供

各種のシステムで発生するイベント
情報を単一制御点で統一された表示形
式として受け取ることができるので、
複数システムの異常状態を早く的確に
把握することが可能となる。これによ

などの2200系エンタープライズ･サー
バ、SUN、HPなどのUNIXサーバに加
えて基幹系業務への進出著しい
WindowsNTサーバを監視対象とする。
LAN接続されているシステムであれ
ば、監視対象システムにはニーズに応
じてリソース監視エージェント、ある
いはアプリケーション連携エージェン
トを搭載するだけで、Integrated View
での集中監視が実現できる。
(3)既存システムとの連携

Integrated Viewは既存のシステム･管
理ツールなどとの共存を前提とした集
中監視･制御機能を実現しているので、
使い慣れた従来の管理オペレーション
を引き続き使用したいというニーズに
も対応可能である。
メインフレーム系の運用管理ツール

インターネット、イントラネットなどの高速ネットワーク･インフラの急激な拡

大など分散処理環境の発展に伴い、異機種で、しかも複数システムの運用管理を

必要とするユーザが急増しており、システム全体のTCO(トータル･コスト･オブ･

オーナシップ)削減の観点から、それらに比例して増大する運用負荷を軽減したい

というニーズが高まっている。この分野には現在、各社より各種のシステム、各

種の管理ツールが提供されている。それらを利用することで詳細な運用管理が可

能となり、一見すると管理機能としての性能は向上するが、それらをそれぞれ運

用しようとすればオペレータ要員などの増員を招くのが現在の実状である。

りオペレータの作
業負荷を削減、確
実･迅速な回復操
作などを通してシ
ステムのTCO削減
に貢献することが
できる。
(2)分散処理環境下

での柔軟な監視

環境の提供

TCP/IP環境下の
異機種サーバ群に
ついてはHMP IX
シ リ ー ズ 、
ITASCAシリーズ

と密接に連携したケースを想定、既存
ツールのオペレーションをIntegrated
Viewの集中監視画面から処理する機能
などを設定している(IOF連携機能)。
他社製オープン系管理ツールについて

も該当ツールからのイベント受信機能
に加えてアプリケーション連携機能に
より該当ツールを起動して使い慣れた
オペレーションでイベント対応処理を
実行することができる。 (図参照)

Integrated Viewを導入すると、｢異機
種サーバの状況を集中監視できる｣｢離
れた拠点のサーバもLANで結合されて
いれば単一点で集中監視可能となる｣
｢監視対象のイベントを統一された形
式で確認できる｣｢異常状態の早期検知
が可能となる｣｢監視対象のイベント情
報をODBC準拠の内部データベースに
蓄積して各種文書作成および障害分析

など情報を加工できる｣など、多くの
効果を享受することができる。そして
最大の導入効果は運用管理上、システ
ムごとに常時配置せざるを得なかった
オペレータ要員の削減が実現可能とな
る点にある。また、Integrated View導
入後は監視対象サーバの数が増えた場
合でも新たにオペレータを増員する必
要性を極小化することができる。

提供される機能は監視対象サーバ共
通機能のほかに2200系サーバ用、
UNIXサーバ用、WindowsNTサーバ用
に大別される。
＊監視対象サーバ共通機能として

クラスタ画面に対象システムをアイ
コン表示して障害発生時には色の変化
で異常を通知するシステム状況監視機
能、必要なイベント情報のみを任意の
アクションに振分けるイベント･フィ
ルタリング機能、監視端末から任意の
運用管理ソフトウェアなどを起動する
アプリケーション連携機能、発生した
イベント情報をODBC対応専用
RDBMSに蓄積するイベント蓄積機能、
イベントを的確に通知するためのボイ

ス通知機能･E-mail/ポケベル連携機能
などを提供する。
さらに監視対象サーバ別の機能とし
て、
＊2200系サーバでは

コンソール連携機能、イベント連携
機能、デマンド連携機能、資源監視機
能、IOF連携機能
＊UNIXサーバでは

ターミナル･セッション機能、資源
監視機能、ログ監視機能
＊Windows NTサーバでは

資源監視機能、ログ監視機能
などの多彩な機能群を提供する。

(画面例1～3参照)

＊ハードウェア基本構成

・Integrated Viewサーバ：USファミリ
(UltraSPARC II 250MHz以上)

・ Integrated View端末：Windows
PC(Pentium II 233MHz以上)、21イン
チ･モニタ

＊ソフトウェア基本構成

・Integrated Viewサーバ：SUN Solaris

2.6、Integrated View基本モジュール
(監視端末1台分含む)
・Integrated View端末：Windows NT4.0
Workstation、X端末エミュレータ、
市販音声読上げソフト
・監視対象サーバ：リソース監視エー
ジェント、アプリケーション連携エ
ージェント UN

異機種サーバを統合監視する｢Integrated View｣
日本ユニシス株式会社

商品企画部HMP－IX企画室課長 大畑 孝之

IT最前線
新技術動向

Integrated Viewの導入効果

Integrated Viewの機能

主な稼働環境

HMP IXシリーズ  シリーズ2200

UNIXサーバ�Windows NTサーバ�

Integrated View端末�
Integrated Viewサーバ�

異機種サーバ統合監視システムIntegrated Viewの概要

LAN 接続図

●ステ－タス構成ウインドウ�
●クラスタ構成ウインドウ�

●Integrated Viewメインメニュー・ウインドウ�●イベント・アイコン�

●システム・ステータス表ウインドウ� ●構成要素ウインドウ� ●バーチャート・ウインドウ� ●イベント詳細ウインドウ�

●イベント・ウインドウ�

●ログフィルタ・ウインドウ� ●ログファイル・ウインドウ� ●IOFウインドウ�

●UNIXコンソール・ウインドウ�

●2200コンソール・ウインドウ�

●Windowsアプリケーション連携例�
　（TeamQuest Baseline）�

画面例1 ステータス関連ウインドウ 画面例2 イベント関連ウインドウ 画面例3 アプリケーション起動例など



14

今回のイベントは、表に示すとおり
3つの柱で2日間のプログラムを構成し
ている。
(1)eNTビジネスの強力なパートナ企業

の戦略と新技術の紹介

eNTテクノロジ･センターはeNTビ
ジネス推進のために米国ユニシス社を
はじめ、マイクロソフト社、インテル
社、オラクル社などと緊密なパートナ
シップを結んでいる。これらの連携企
業の企業戦略および新しい技術への取
り組みを紹介。
(2)基幹業務への適用と大規模エンター

プライズNTシステムの構築事例

米国ユニシス社および日本ユニシス
がエンタープライズNTシステムの開

略』の基調講演は、熱心に聴講
するお客様で溢れた。
基調講演の要旨は次のとおり。
◆マイクロソフト エンタープラ

イズ･コンピューティング戦略

マイクロソフトは、98年3月発
刊 の Business Week annual
performance rankingで1位にラン
クされた。それは、競合他社を
圧倒する対売上比率17％を研究
開発費に投資しWindowsファミ
リー商品の提供および機能拡充
を図った結果である。そのサー
バ･プラットフォームおよびデベ
ロップメント･プラットフォーム
製品群をベースにライセンス販
売制度(Selec t、Enterpr i se
Agreement)、パートナ制度
(BOCC)、サービス(Microsoft
Consulting Services、Premier
Support)およびコミュニケーショ

●基調講演

第1日目はマイクロソフト(株) 取締
役徳武信慈氏の『マイクロソフトエ
ンタープライズ･コンピューティング
戦略』、第2日目はインテル(株) 本部長
佐藤 宣行氏の『インテルのサーバ戦

日本ユニシスは、eNTテクノロジ･センター(センター長：神谷 是公エンタープ

ライズNT推進部長)およびeNTバックオフィス･コンピテンス･センターを7月28日

に開設し、サービスを開始した(詳細はユニシス･ニュース8月号参照)。

日本ユニシスは、この開設を記念してeNTビジネスのリーディング･カンパニー

を目指した積極的な取り組みと活動のメッセージをお客様に紹介するため、9月

21日･22日に『eNTテクノロジ･フェア』を本社特設会場、ユニシス･プラザおよび

eNTテクノロジ･センタ－/eNTバックオフィス･コンピテンス･センター施設にて開

催した。

今月号はこのeNTテクノロジ･フェアについて紹介する。

発技術を確立し、市場実績もつけてき
ていることを、米国のノーウエストフ
ァイナンシャル社、ナスダック社なら
びに(株)ユニマットライフの大規模エ
ンタープライズNTシステムの構築事
例を通じて紹介。
(3)日本ユニシスのNTベースの商品･教

育関連商品をデモ･展示を通して紹

介

Pentium II Xeonプロセッサ搭載のユ
ニシス最新鋭機サーバ｢QS/2｣をHWプ
ラットフォームとしたeNTPlusシリー
ズ商品、部門レベルのNTベース商品
ならびに教育関連商品をデモ･展示を
通して紹介。

ン (Enterprise Relation、 Seminar
/Events)を核としてエンタープライズ
情報システム構築に取り組んでいる。
◆インテルのサーバ戦略

現状のビジネス環境において、イン
ターネット商取引が全世界で増大して

いる。1999年のコンピュータ業界はIT
産業の発展を推進するために信頼性に
優れ、低コスト、高性能なコンピュー
ティングとネットワークならびにイン
ターネットへの対応が不可欠となる。
インテル社は、バランスのとれたコ
ンピューティング･モデル(Constant
Computing)と、すべてのサーバ市場に
ソリューションを提供していく。最新
のPentium Xeonプロセッサに続き
Explicity Parallel Instruction Computing
技術を採用したIA-64アーキテクチャ
に基づくMercedプロセッサを含み98
年から2001年にFutureIA-64および
FutureIA-32プロセッサを提供してい
く。インテルのIAサーバは、パフォー
マンス、価値、柔軟性を提供し、その
IAの選択が将来に対してビジネス成功
のためのIT投資リスクを避けられる。
●セミナー

米国ユニシス社 Information Services
副社長 Paul Rachal氏が現状のWindows
NT 4.0は、すでに企業レベルのアプリ
ケーションに対して拡張性、可用性、
相互接続性、運用性および機密性も実
証済みで実用化のレベルにあることを
示した『Unisysのエンタープライズ

eNTテクノロジフェアでの各
基調講演およびセッションには
熱心に聴講する多数のお客様で
溢れた。特に大規模システム構
築事例では、NTベースのミッシ
ョン･クリティカル･システムが、
すでに始まっていることを紹介
した。
日本ユニシスは、eNTビジネ

スのリーディング･カンパニーを
目指した積極的な取り組みとそ
の活動を通し今後ともお客様に
とって最適なNTプラットフォー
ム･ソリューション、サービスを
タイムリーに提供していく予定
である。
eNTテクノロジ･センタ－：

http://www.unisys.co.jp/ENTEC/

NTビジネス戦略とノーウエスト社/ナ
スダック社の構築事例』を紹介した。
また、(株)ユニマットライフ越坂部
昭人氏のシステム開発コンセプト(最
新技術の採用、高信頼性のシステム構
築、回線費用の低減化、データベース
の統一化)から、Windows NTによるシ
ステム構築までの経験ノウハウによる
『Windows NTによる企業基幹業務シス
テム構築と企業戦略』の講演は非常に
お客様の関心が高く大好評を博した。
連携企業の新しい技術への取り組み
としてマイクロソフト(株) 東　貴彦氏
の『DNSを実現するWindows DNAソ
リューション』およびインテル(株) 万
代　豊氏の『Constant Computing』の講
演は、WindowsNTを基盤とした企業
レベルの堅牢な基幹システム構築の万
全な支援体制のメッセージが来場のお
客様に伝えられた。
日本ユニシスは、eNTPlusシリーズ
商品拡販を目指し、すでに提供を開始
したデータマート･ソリューション売
上分析Pro(ユニシス･ニュース9月号で
紹介)、セキュリティ･ソリューション、
SPS(ユニシス･ニュース10月号で紹介)
の特徴をセミナーと実演で紹介した。
●NT関連商品の実演･展示

SPS、売上分析Proおよびハイアベ
イラビリティ･ソリューション
ServerPlusのeNTPlusシリーズ商品を
はじめ、System21、Ex-Webおよび
BusinessObujectsのNTベース商品のデ
モ･展示が行われた。セミナーの合間
の短時間であったが多くの質問が寄せ
られ関心の高さが覗えた。

◇
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表1 eNTテクノロジ･フェアプログラム

基調講演：『マイクロソフトエンタープライズ･コンピューティング戦略』

マイクロソフト株式会社取締役ビジネスシステム事業部長徳武信慈氏

『インテルのサーバ戦略』

インテル株式会社サーバ＆ワークステーションマーケティング本部長佐藤宣行氏

1)Unisysのエンタ－プライズNTビジネ
ス戦略
2)大規模NTシステム構築事例①
『ノーウエスト ファイナンシャル社/ナ
スダック社構築事例』
Unisys Information Services
副社長 Paul Rachal氏

大規模NTシステム構築事例②
『Windows NTによる企業基幹業務シス
テムの構築と企業戦略』
株式会社ユニマットライフ
ファイナンス事業本部 課長代理 越坂部
昭人氏

・実演商品
－セキュリティ･ソリューション SPS
－データマート･ソリューション 売上分
析Pro
－ハイアベイラビリティ･ソリューショ
ン ServerPlus
－System21
－Ex-Web
－BisinessObjects
・展示商品
－ユニシス VirtualCampus
－Microsoft University

・eNTテクノロジセンタ－ご紹介

・マイクロソフト株式会社の販売制度ご
紹介
－Select
－マイクロソフト製品導入評価プログ
ラム(CSPP)

『マイクロソフトが推進する企業システ
ム革命戦略』
－DNSを実現するWindows DNAソリュ
ーション
マイクロソフト株式会社 ソリューシ
ョンデベロッパ－事業部 事業部長 東
貴彦氏

『ビジネスコンピューティングのニュ
ー･パラダイム』
－ConstantComputing
インテル株式会社 コーポレイト･マーケ
ティング部ビジネス市場推進部 アーキ
テクチャマネージャ万代　豊氏

『セキュリティ対策、考えていますか？』
－セキュリティ･ソリューション SPS日
本ユニシス株式会社 プログラムマー
ケティング部ビジネス企画室 部長 松
木宏子

『宝の山は身近なところに 売上データを
多次元分析する』
－データマート･ソリューション売上分
析Pro
日本オラクル株式会社 製品統括部
DWH製品グループ マネジャー 平井 明
夫氏
日本ユニシス株式会社 プログラムマー
ケティング部 ビジネス企画室 担当部長
松野　健

eNTテクノロジ･フェアの概要

eNTテクノロジ･フェアのプログラム

eNTテクノロジ･フェア開催
パートナー企業とともに講演と展示でeNTへの取り組みを訴える

日本ユニシス株式会社
プログラムマーケティング部ビジネス推進室部長 安達武利

IT最前線
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日本ユニシスは、WindowsNT環境
下でハイ･アベイラビリティ･クラスタ
システム(高可用性システム)を容易に
構築するソリューションとして、「フ
ェイルオーバ･クラスタセット」２種
類の販売を開始した。
これらは適用業務の重要度に応じ

て、セットを選択することができる。
①ミラーディスク型フェイルオーバ･
クラスタセット
ユニシスAquantaサーバとVinca社の
｢Co-StandbyServer｣クラスタ･ソフトウ
ェアとの組み合わせによるもので、ア
プリケーション･データの格納は個々
のサーバの内部ディスクに相互にデー
タを書き込む方法(非共有型)を採る。
②共有ディスク型フェイルオーバ･ク
ラスタセット
ユニシスAquantaサーバとMicrosoft
社の｢Cluster Server｣クラスタ･ソフト
ウェアとの組み合わせによるものでア
プリケーションデータの格納はSCSI経
由の外部ハードディスク装置で共有す

る方法(共有型)を採る。
さらに、ユーザ業務環境のクラス

タ･システム化と導入を支援するサー
ビスを提供する。
またクラスタセットは、予め機器、

ソフトの適合評価がなされているので、
複雑なクラスタ構成を意識することな
く短期間でシステム導入が可能である。
販売価格は、基本構成(ハードウェ
ア、ソフトウェア)と、それに関わる
サービスを含めて、①ミラーディスク
型フェイルオーバ･クラスタの場合：
770万円より(Aquanta DS/2エントリー
サーバを使用)、②共用ディスク型フ
ェイルオーバ･クラスタの場合：1,950
万円より(Aquanta QS/2ミッドレンジ
サーバを使用)であり、本年10月より
出荷開始する。
今後オラクルのクラスタソフト製品
をベースとした並列型負荷分散クラス
タセットもラインアップに追加してい
く予定である。

日本ユニシスは、最高精度･最高速
を要求される意匠設計分野のCAD用と
して、3次元GA(グラフィックス･アク
セラレータ)を核とした超高品位プロ
ダクト｢8005グラフィックス･サブシス
テム｣の販売を開始した。
このサブシステムは、
①8005グラフィックス･アクセラレー
タ

②28インチフラット･カラーモニタ
③ワークステーション･インタフェー
ス

④制御用基本ソフトウェア
で構成され、HP製ワークステーショ
ンと接続することにより、400万ベク
タ/秒、400万ポリゴン/秒を実現する
超高精度･超高速のGWS(グラフィック
ス･ワークステーション)となる。これ
は、この分野では最高級に位置づけら
れるグラフィックス･サブシステムで
ある。
主な特徴は以下のとおり。
◎高解像度フラット大画面カラーモニ
タの採用(28インチ、2048×2048ピ
クセルのモニタ)

◎高品位表示機能(3次元物体表面に2
次元イメージを貼り付け/3次元物体
が他の物体に作る影を表現する/指
定したプリミティブをベースになる

プリミティブ上に貼り付ける/線や
面のエッジを鮮明に描画するなどの
の手法を導入)
◎リアルタイム･ビューイングによる
高速応答性の実現(400万ベクタ/秒、
400万ポリゴン/秒の実現)
◎独自開発によるレンダリング･エン
ジンと並列幾何エンジンの採用(5種
19個のASICの搭載)
なお、『8005グラフィックス･サブシ
ステム』の価格は、約5,000万円/サブ
システムであり、出荷開始は99年1月
の予定。

財団法人ソフトウェア情報センター
(理事長＝平岩外四氏)が主催する第10
回平岩賞｢ソフトウェア･プロダクト･
オブ･ザ･イヤー'98｣で、日本ユニシス
の3次元統合CAD/CAMシステム
｢CADCEUS(キャドシアス)｣が名誉あ
る同賞を受賞した。
今回の受賞理由は以下のとおり。
①自動車、精密、電気などの機械分野
を対象として、設計、解析、試作、

3次元統合CAD / CAMシステム
｢CADCEUS(キャドシアス)｣

｢ソフトウェア･プロダクト･
オブ･ザ･イヤー'98｣受賞

NCデータ作成までの全工程をカバ
ーするCAD/CAM/CAE/CGシステ
ムであり、従来、各サブシステムで
独自に管理していたデータや情報環
境を統合管理したコンカレント･エ
ンジニアリングを支援する統合シス
テムである。

②WindowsNT版の単体利用から1,000
台以上のクライアント/サーバ･シス
テム環境での利用など、柔軟なシス
テム構成がとれる。

③パラメトリック･ソリッド･モデリン
グからの図面化機能、CAM機能、
CG機能などに優れており、今後、

ユニシス・ニュース
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NTハイ・アベイラビリティ・ソリューションを販売開始
2種類のフェイルオーバ・クラスタセットを提供

意匠設計CAD向け超高品位3次元プロダクト
『8005グラフィックス･サブシステム』を販売開始

◇会期：12月16日(水)、17日(木)
◇会場：東京ビッグサイト(東京国
際展示場)

◇出展内容：グローバル化する経
済、急速に変化する市場の動き
を先取りし、迅速に新たな対応
を行える企業が大競争時代に勝
ち残る様相が明確になりつつあ
る。日本ユニシスでは、フロン
ト･オフィスからバック･オフィス
までをカバーする情報技術群を
紹介し、ビジネス･スピード向上
を実現する方策をご提案する。

＊フロント･オフィス系システム

顧客密着のマーケティング展開の
ための情報技術がVantive(顧客を資
産として捉えその価値を高める管理
ツール)である。フロント･オフィス
での顧客との対話、顧客ニーズの把
握のあり方を紹介する。またSFA
(Sales Force Automation) マーケティ
ングおよびセールス保守の支援ツー

ル｢ Vantive ｣｢Tiny Call Center｣などの
紹介や、One to Oneマーケティング
からの個々のセールスを実現する
｢Impact DM ｣なども紹介する。
＊バック･オフィス系システム

バック･オフィスでの基幹業務の
ビジネス･スピードを向上させるも
のとしてERPの重要性は広く認識さ
れている。Oracle APをいかに迅速
に企業内に導入し、定着させるか、
その実現手法の一例としてOracle
AP会計短期導入モデル･アプリケー
ションが実演をまじえて紹介され
る。それに合わせてOracle AP人事
短期導入モデルなども紹介。
＊EDIを実現するソリューション

ERPによる企業内外のビジネス･
プロセスの統合は、社内のデータベ
ース間のEDIや異なるシステム間を
高度なマッピング機能でシームレス
に連携するソリューションを提供す
るものである。その実際を紹介する。

◇会期：11月17日(火)～19日(木)
10時～17時(セミナーは18時まで)
◇会場：東京･新宿NSビル
◇出展内容：顧客を企業にとっての
資産と考え、その価値を増やす
ために部門を越えて取り組む
｢CAM(カストマ･アセット･マネ
ジメント)｣の考え方に基づいた
｢CAM plus CTI｣を提唱し以下の展
示･実演と講演を行う。

［展示］

◇コールセンター向けunPBXシステ

ム｢Tiny Call Center｣(小規模コール
センター向けCTIインフラ･パッ
ケージ)
◇CAM実現の中枢機能としての
｢Vantive Enterprise｣(総合顧客情報
管理システム)

［講演］

11月17日　14:30～16:00
◇｢高価な投資はいらない！最新
CTIシステム『Tiny Call Center』
とその導入事例(有償)』
＊コールセンターソリューション室
電話(03)5548-1223
電子メールVantive-info@unisys.co.jp

テレマーケティングフェア東京'98

Oracle Open World 1998

平岩 外四理事長より表彰を受ける日本ユニシ
ス 増田 幸一代表取締役専務取締役(左)と酒井
喜嗣ビジネスソリューション三部 エンジニア
リングシステム開発室長

UNISYSユーザの皆様へ�
2000年問題�

今すぐ点検を始めてください�
�

西暦2000年問題は、すべての情報�
システム、プログラムのチェックが必要�

です。2000年まで1年2カ月を残すのみとなりま�
した。日本ユニシスの情報提供をもとに、今す�
ぐ点検･対応を始めてください。詳しく�
は下記ホームページをご覧ください。�
http://www.unisys.co.jp/year2000/

日本ユニシス�
西暦2000年対応ソリューション�

●イベント/ショウガイド

より一層の普及が期待できるソフト
ウェアである。
などとなっている。
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時、被災金庫は取引データを記録した
磁気テープやプログラムを相手金庫に
持ち込み、支援金庫の開発系システム
で、オンライン業務を1～2日以内に再
開させる仕組みである。
バックアップは被災規模に応じて次
の2方式で対応する。 (図参照)

①公衆回線によるバックアップ
被災金庫の通信機器(CP2000)が使用
不可能な場合の第1次対応バックアッ
プ形態では、支援金庫と稼働店舗を直
接公衆回線で接続し、オンライン･サ
ービスを実施する。ただしサービスは
碧海信金側で最大27店、静岡県労金側
5店で実施する。
②LAN/WAN接続によるバックアップ
通信機器が稼働可能な状態の第2次
対応バックアップ形態では、支援金庫
と被災金庫の通信機器をLAN/WAN接

続し、全店舗でオンライン･サービス
を実施可能とする。

1998年11月1日 第451号

金融機関におけるコンピュータ･シ
ステムが地震などで被災し、オンライ
ンが停止した場合、社会的に大きな影
響を与える。このため、万が一、災害
に遭ったことを想定して万全な安全対
策を講じておくことが必要とされる。
碧海信金と静岡県労金ともに、①ユ
ニシスのホスト･コンピュータを長年
使用しており、ユニシス研究会などを
通じて以前から交流があった、②静岡
市と安城市は新幹線や東海道線で結ば
れデータの持ち込み距離が妥当などの
理由により、本年1月から相互バック
アップ･システム提携に向け検討に入
り、8月27日両金庫理事長が契約書に
調印した。
相互バックアップ･システム提携に
向けて可能となる業務は預金･融資･為
替などすべてのオンライン業務を対象
としており、これから単体テスト、総
合テストに入り、99年3 月末から実施
に移す計画である。

この相互バックアップは、災害発生

◆社外からの寄稿や発言内容は、必ずしも弊社の見解を表明しているわけではありません。

碧海信用金庫 事務センター事務管
理部副部長都築真志氏は、｢阪神大震
災を契機にフリーアクセス床の強化な
どセンターの耐震対策を実施したがホ
ストが被災した場合、どう対処すべき
かが課題となっていた。別センターを
設けてバックアツプ機能を持つには多
大な投資を必要とする。その点、同じ
ホストを有する者が相互にバックアッ
プすれば最小のコストで災害時対応が
可能となるため、今回の方策を選択し
た。万一に備えた危機管理を強化でき、
お客様に安心感を持っていただくこと
にもなる｣。

オンライン業務のすべてを対象
に相互に支援

自営システムでの災害対策の一環

静岡県労働金庫 情報システム部長
吉田光好氏は、｢阪神大震災を機に現
センターの耐震診断を行った結果、耐
震補強への課題や狭隘化した現状を踏
まえて事務集中部門を含めた新センタ
ー建設を進めている。それでも最悪の
事態を想定した場合、どうしてもバッ
クアップの機能が必要となる。幸いホ
ストを同じくする碧海信用金庫殿でも
相互バックアップの相手先を探してい
ると伺い、今回の提携に至った。自営
オンラインを運用している以上、避け
られない課題であり、今回の提携で一
定のサービスは確保できるだろう｣。

UN

碧海信用金庫/静岡県労働金庫
碧海信用金庫(愛知県安城市)と静岡県労働金庫(静岡県静岡市)は、地震など

の災害発生時にオンライン･システムを相互にバックアップすることで提携

を結んだ。今回の提携は、少額の投資でバックアップ･システムを確保でき

ること、および両金庫とも使用するホスト機が同一機種のCLEARPATHサーバ

｢HMP NX4800｣であり、規模的･地理的にも提携に適しているとの判断から

なされたものである。

なお、信用金庫と労働金庫の業態を越えた相互バックアップ提携は全国初

のケースである。

■碧海信用金庫
◆本店所在地＝安城市御幸本町15-1
◆代表者＝横田俊二理事長
◆預金量＝1兆1684億円(98年3月末)
◆店舗数＝71店舗(同)
◆職員数＝1,442人(同)
◆使用機種＝CLEARPATHサーバ｢HMP
NX4800｣

■静岡県労働金庫
◆本店所在地＝静岡市黒金町5-1
◆代表者＝本多玄吾理事長
◆預金量＝6,212億円(98年3月末)
◆店舗数＝27店舗(同)
◆職員数＝561人(同)
◆使用機種＝CLEARPATHサーバ｢HMP
NX4800｣

業態を越え災害時に
オンライン相互バックアップで提携

金融情報システム

被災規模に応じて2つのバック
アップ方式で対応

最小コストで災害時対応が実現可能

支援金庫� 被災金庫�

オンライン機�

CP2000
CP2000

オフライン機�
バックアップ機�
(開発機)

事務センター� 事務センター�

BNALAN
BNALAN

BNALAN
TCP/IP

TCP/IP

TCP/IPハブ� ハブ�

LAN切替スイッチ�
LAN切替スイッチ�

中規模ルータ�
中規模ルータ�

 営業店へ�

DSU DSU

ISDN網�

図1 LAN/WANによるバックアップ時

支援金庫�

オンライン機�

TA(ターミナルアダプタ)

CP2000

オフライン機�
バックアップ機�
(開発機)

事務センター�

BNALAN

BNALAN
TCP/IP

TCP/IPハブ�

LAN切替スイッチ�

中規模ルータ�

被災金庫�
営業店へ�

DSU

ISDN網�

図2 公衆回線によるバックアップ時

島田信用金庫(静岡県島田市)と赤
穂信用金庫(長野県駒ヶ根市)は災害
時のオンライン･バックアップ契約
を締結した。
これは地震などの災害時におい

て、赤穂信金のオンライン･システ
ムが停止した場合、島田信金の待機
系システムでオンラインの早期復旧
を図るもので、本年12月に稼働させ
る予定。
両金庫ともユニシス製(島田信

金：HMP NX4800/422、赤穂信金：
A14-511)のホストを使用しており、

島田信用金庫/赤穂信用金庫
災害時のバックアップで提携

赤穂信金災害時に島田信金の待機系
システムで赤穂信金のプログラムを
稼働することができることから今回
の提携に至った。対象業務は預金、
融資、為替などオンライン全業務で、
対象店舗は3店舗。

契約に調印し握手する碧海信用金庫 横田 俊二
理事長(右)と静岡県労働金庫本多玄吾理事長

契約の調印書を手にする島田信用金庫 秋野
壽三夫理事長(左)と赤穂信用金庫 渋谷 敦士
理事長
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